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第1章 はじめに 

(1) 調査目的 

最新のデータを用いて時間価値原単位及び走行経費原単位の算定を行うとともに、将

来的な時間価値及び走行経費原単位の推計に向け、国内外の最新の学術的知見なども踏

まえ、物流を支える道路ネットワークの整備効果計測のための時間価値原単位の検討や

自動運転の普及を考慮した時間価値原単位の検討等を行う。 

 

(2) 調査内容 

1) 業務計画書の作成 

本業務の実施にあたり、作業工程、人員計画、基本条件の整理・検討、技術的方針の

立案を行うとともに、業務に必要な諸準備を行うものとする。 

 

2) 時間価値原単位及び走行経費原単位の算定 

最新のデータを用いて時間価値原単位及び走行経費原単位の算定を行う。 

 

3) 物流を支える道路ネットワークの整備効果計測のための時間価値原単位の検討 

昨今の社会情勢の変化等も踏まえ、道路整備を対象とした貨物の機会費用（貨物の時

間価値のこと）に関する検討のため、必要なデータ、計算条件等を整理し実現可能な推

計方法の検討を行う。 

 

4) 自動運転等の普及を考慮した時間価値原単位の検討 

自動運転が普及した場合の時間価値算定に影響する要素を整理する。また、整理した

影響要素を踏まえ、乗車人数などの時間価値を推計する際に必要となる具体的な数値設

定方法や人々の行動や意識に関するデータから支払い意思額を計測する方法など、将来

の時間価値の推計方法を検討する。 

 

5) 有識者への意見聴取・資料作成（会議運営）等 

2) ～4) の検討を行う際、有識者の意見を聞くための研究会を開催するものとし、そ

の際に必要となる準備、資料の作成、会議運営及び議論内容の整理等を行う。 
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6) 報告書の作成 

以上すべてを取りまとめ､報告書およびその概要版を作成する。 

 

(3) その他 

本報告書において、単に「時間価値」と表記する場合は、特に断りのない限りは「時

間節約価値」を表すものとする。 
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第2章 時間価値原単位及び走行経費原単位の算定 

最新のデータを用いて時間価値原単位及び走行経費原単位の算定を行った。 

 

2-1宅配に着目した貨物車の時間価値原単位に関する試算 

後述の「3-3 宅配（B to C）に着目した算定方法」の検討に基づいて、宅配の再配達

率の減少によるラストマイル配送ドライバーの賃金単価への影響を試算した。さらに、

現在の時間価値原単位への影響を感度分析的に試算した。 

 

(1) 試算の前提条件 

宅配の再配達率の減少によるラストマイル配送ドライバーの賃金単価への影響試算

の前提条件を以下に示す。 

 貨物1個に対して、最初の配達と再配達に要する時間は一定とする。 

 ラストマイル配送ドライバーの給与は、配達個数に比例し、再配達回数に影響し

ないものとする。すなわち、再配達回数が少ないほど、時間当たり賃金単価は高

くなる。 

 ラストマイル配送ドライバーの賃金単価は、「令和2年賃金構造基本統計調査」（総

務省）の「営業用貨物自動車運転者（大型車を除く）」における給与および実労働

時間に基づき28.1円と設定した（図 2-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2-1 ラストマイル配送ドライバーの賃金単価試算フロー 

出所）「令和 2 年賃金構造基本統計調査」（総務省） 
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(2) 最新の統計データに基づくラストマイル配送ドライバーの賃金単価への影

響試算 

「宅配便再配達調査（令和3年10月調査）」（国土交通省総合政策局、令和3年12月17日）

によると、再配達率は11.9％であり、これが半減（5.95%）または再配達率がゼロとなっ

た場合の賃金単価は、29.7円/分、31.5円/分となった（表 2-1）。 

＜再配達率が11.9%から5.95％に半減したケース＞ 

 ・1ヵ月当たりの実労働時間 ＝ 207時間/月 × (100+5.95) / (100+11.9)  

               ＝  196時間/月 

 ・賃金単価 ＝ 349.3千円/月 ÷ 196時間/月 ÷ 60分 ＝29.7円/分 

＜再配達がなくなったケース＞ 

 ・1ヵ月当たりの実労働時間 ＝ 207時間/月 × 100 / (100+11.9)  

               ＝  185時間/月 

 ・賃金単価 ＝ 349.3千円/月 ÷ 185時間/月 ÷ 60分 ＝31.5円/分 

 
表 2-1 再配達率の変化によるラストマイル配送ドライバーの賃金単価増加率 

試算ケース 
賃金単価（円/分） 

増加率 
現状 ケース 

再配達率が11.9%から5.95％に
半減したケース 

28.1 

29.7 5.7% 

再配達がなくなったケース 31.5 12.1% 
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(3) 現行の小型貨物車に関する時間価値原単位への影響試算 

(2)で試算したラストマイル配送ドライバーの再配達率改善による賃金単価への

影響を貨物車の時間価値に反映するためには、ラストマイル配送に利用される貨物

車の種類（小型/普通貨物車）および自家用と営業用の走行台キロ比率などに関する

データが必要となる。 

しかし、これらデータは、道路交通センサスなどの既存の交通関連統計資料では

把握することができない。そこで、以下の前提条件の下で、再配達率の減少による

貨物車の時間価値への影響を感度分析的に試算した。 

・ラストマイル配送に利用される貨物車は、営業用小型貨物車とした。 

・ラストマイル配送以外の従業員の時間当たり機会費用は、令和2年度と同じ（66.88

円/分・台）を適用した。 

・車両の時間当たり機会費用および貨物の時間当たり機会費用についても、令和2

年度の原単位をそのまま適用した。 

・小型貨物車の走行台キロに占めるラストマイル配送の割合を1%（シナリオ1）、

5%（シナリオ2）、10%（シナリオ3）の3つのシナリオで試算した。 

 

上記、前提条件の下、営業用小型貨物車の時間価値原単位を試算すると、例えば

小型貨物車の走行台キロに占めるラストマイルの割合が10%（シナリオ3）の場合で

は、再配達率が半減したケースでは73.82円/分･台（表 2-2）、再配達がなくなった

ケースでは78.75円/分･台に増加した（表 2-3）。 

 
表 2-2 再配達率の変化によるシナリオ別営業用小型貨物車の時間価値原単位 

         （再配達率が11.9%から5.95％に半減したケース） 

単位：円/分･台 

  
令和2年度 
時間価値 
原単位 

シナリオ1 
(1%)注 

シナリオ2 
(5%)注 

シナリオ3 
(10%)注 

①従業員の時間当たり機会費用 66.88  66.92  69.75  73.28  

②車両の時間当たり機会費用 5.04  5.04  5.04 5.04 

③貨物の時間当たり機会費用 0.00095 0.00095 0.00095 0.00095 

営業用小型貨物車の 
時間価値原単位  [①+②+③] 

71.92 71.96 74.79 73.82 

注：カッコ内比率は、小型貨物車の走行台キロに占めるラストマイル配送の割合 
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表 2-3 再配達率の変化によるシナリオ別営業用小型貨物車の時間価値原単位 

（再配達がなくなったケース） 

単位：円/分･台 

  
令和 2 年度 
時間価値 
原単位 

シナリオ 1 
(1%)注 

シナリオ 2 
(5%)注 

シナリオ 3 
(10%)注 

①従業員の時間当たり機会費用 66.88  66.96  69.96 73.71  

②車両の時間当たり機会費用 5.04  5.04  5.04 5.04 

③貨物の時間当たり機会費用 0.00095 0.00095 0.00095 0.00095 

営業用小型貨物車の 

時間価値原単位  [①+②+③] 
71.92 72.00 75.00 78.75 

注：カッコ内比率は、小型貨物車の走行台キロに占めるラストマイル配送の割合 

 

上記試算結果を踏まえて、小型貨物車の時間価値（自家用小型貨物車の時間価値

は令和2年度値（51.74円/分･台）に据置）を試算した。本検討では、小型貨物車に占

めるラストマイル配送の走行台キロを1%、5%、10％と変化させた感度分析的に試

算した結果を表 2-4および図 2-2、図 2-3に示した。走行台キロの比率が1%の場合

は、現行の小型貨物車の時間価値とほぼ同じ値となり、10%でも現行の時間価値原

単位に及ぼす影響は0.8％程度であった。 

 
表 2-4 再配達率の変化によるシナリオ別小型貨物車の時間価値原単位 

ケース 
令和2年度 
時間価値 
原単位 

シナリオ1 
(1%)注 

シナリオ2 
(5%)注 

シナリオ3 
(10%)注 

再配達率が
11.9% か ら
5.95％に半
減したケー
ス 

時間価値原単位 
(円/分･台) 

52.94 52.95 53.11 53.32 

変化率（％）   0.004 0.32 0.72 

変化額（円/分･台）   0.002 0.17 0.38 

再配達がな
く な っ た
ケース 

時間価値原単位 
(円/分･台) 52.94 52.95 53.13 53.35 

変化率（％）   0.009 0.35 0.77 

変化額（円/分･台）   0.005 0.18 0.41 

注：カッコ内比率は、小型貨物車の走行台キロに占めるラストマイル配送の割合 
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図 2-2 再配達率の変化によるシナリオ別小型貨物車の時間価値原単位 

（再配達率が11.9%から5.95％に半減したケース） 

出所）三菱総合研究所作成 

 

 

図 2-3 再配達率の変化によるシナリオ別小型貨物車の時間価値原単位 

（再配達がなくなったケース） 

出所）三菱総合研究所作成 
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2-2マクロな経済理論モデルを踏まえた時間価値及び走行経費に関する原単位の

試算 

後述の「3-4マクロな経済理論モデルからの導出」の検討に基づいて、マクロな経済理

論モデルであるSCGEモデルを踏まえた時間価値及び走行経費に関する原単位を試算し

た。なお、試算結果は、最新の研究である小池淳司、他「応用一般均衡モデルを利用し

た貨物輸送の時間短縮価値の推計」（2021）を踏まえて、本業務独自に算出したもので

ある。 

 

(1) SCGEモデルによる貨物輸送の時間価値の試算 

当該論文における貨物輸送の時間価値は取引額1円当たりで算出され、輸送車両1台当

たりに換算するためには営業用普通貨物車の1台当たり輸送貨物の価値額513,346（円/台）

が用いられている。本業務の実務的試算にあたっては、車種ごと（小型貨物車・普通貨

物車および営業用・自家用の計4種別）の走行キロでそれぞれの1台当たり輸送貨物の価

値額を加重平均し、この平均的な価値額で当該論文における時間価値を換算した（表 

2-5）。 

本業務で試算した平均的な貨物輸送の時間価値を、表 2-6に示す。182.5円/（分・台）

÷513,346円/台×168,632円/台=59.95円/（分・台）となった。 

（参考）現行マニュアルにおける平均的な貨物車の時間価値=54.63円/（分・台） 

 
表 2-5 マニュアルにおける平均的な貨物車の時間価値（平成20年価格） 

車種 
営業用・
自家用別 

時間価値原単
位（円/分・

台） 

1台当たり輸送貨物の
価値額（円/台） 
（平成16年価格） 

走行キロ（千キロ
メートル/年） 

小型 
貨物車 

営業用 60.58 24,387 7,512,517 

自家用 47.20 6,097 134,546,784 

普通 
貨物車 

営業用 64.35 513,346 68,720,280 

自家用 63.82 145,103 31,311,326 

（加重平均） 54.63 168,632 ― 

出所）国土交通省「時間価値原単位および走行経費原単位（平成 20 年価格）の算出方法（2008）をもと

に作成 
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表 2-6 本業務で試算した全貨物車に関する時間価値 

 営業用普通貨物車を想定 全貨物車平均を想定 

①便益 1,375億円※ 

②貨物の総輸送時間の短縮量 386.7 × 109分・円 

③貨物車1台当たり輸送貨物の価値額 513,346 円/台 168,632 円/台 

貨物輸送の時間価値 （①／②×③） 182.5 円/（分・台） 59.95 円/（分・台） 

※小池（2021）の論文中の値より算出 

出所）小池淳司、他「応用一般均衡モデルを利用した貨物輸送の時間短縮価値の推計」（2021）をもとに

作成 
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(2) 試算の留意事項 

小池（2021）の貨物輸送の時間価値を平均的な車両1台当たりの時間価値に換算し、

現行マニュアルにおける時間価値原単位も同様に換算し比較した。前者は後者に対して

5.3円/（分・台）ほど大きい値となり、従来は捨象されていた貨物輸送の時間短縮によ

る社会的価値の一部が考慮されていると考えられる。なお、小池（2021）の手法で算出

されている時間価値には、貨物車の時間価値に加え、走行経費削減の価値なども含まれ

ている点に注意が必要である。 

統一的な時間価値原単位の算出に応用できる手法と考えられる一方、小池（2021）に

は利用データの精度向上や、シナリオ分析の妥当性検討といった課題も存在する。また、

この手法を用いた貨物輸送の時間価値計測は、SCGEモデルの構造や設定によって値が

一意に定まらない場合があるため、信頼性の高いモデルの構築も必要となる。具体的に

は、以下の点に留意が必要である。 

⚫ 小池（2021）にて貨物輸送の時間価値計測にあたって用いられている輸送費用の

データは、実際の物流経路を反映したものではなく、道路所要時間や輸送企業の

費用データなどデータの精緻化の余地がある。 

⚫ 分析シナリオの一般化が必要であり、論文では道路整備により貨物の輸送時間

が東北-関東間が10分、東北内々が5分短縮することが想定されている。 

⚫ 分析にあたり設定した道路整備などの事業ごとに、計測される時間価値が異な

る手法であり、全国で平均的な特性を持った道路等を仮定することで、統一的な

時間価値原単位を算出できると考えられる。 

⚫ その他、データの精度向上、モデルの構造やパラメータ値の不確実性を適切に評

価する必要がある。 
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2-3自動運転等の普及を考慮した時間価値原単位の試算 

後述の「4-2 現行の算出手法を踏まえた検討」において、自動運転の普及による時間

価値原単位適用データへの影響について検討したことを踏まえると、論点としては大き

くは２つに整理される。 

a)ドライバーが不要になること（営業用乗用車では、乗客ゼロのケースも有り）、 

b)社内で運転以外の活動を行うことができること、 

a)についてドライバーのみでなく同乗者もゼロの場合、現行の考え方では時間価値原

単位を構成する「人の機会費用」がゼロとなるため、車両及び貨物の機会費用のみを計

上することとなる。 

また、b)については現行の賃金率に基づく算定方法では、時間価値原単位設定の前提

条件である、短縮時間を更なる労働時間に充てるという仮定が適用できなくなる。 

これら課題に関しては、4-2で詳述するが、選好接近法の導入など、新たな時間価値原

単位の算出方法を検討する必要がある。 
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2-4ガソリン・軽油価格の推移を踏まえた走行経費原単位の試算 

(1) 最新の統計データに基づくガソリン・軽油価格の把握 

給油所小売価格調査（ガソリン、軽油、灯油）の2018年1月9日から2022年2月28日ま

での週次データより、レギュラーガソリンの価格の推移を図 2-4に示す。 

新型コロナウイルス感染症の拡大以前は140円以上で推移しており、2020年の第12週

（3月23日の週）~2021年の第6週（2月8日の週）までは140円を下回っていたが、それ以

降は再び140円以上で推移しており、2022年の第4週（1月24日の週）には170円を突破し、

上昇傾向が継続している。 

 

 
図 2-4 給油所小売価格（レギュラー）の価格の推移 

出所）経済産業省 資源エネルギー庁

（https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/petroleum_and_lpgas/pl007/results.html）（2022 年 3 月 3 日閲

覧） 
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(2) 走行経費原単位の試算 

近年のガソリン・軽油価格の上昇を考慮して、走行経費原単位（令和2年度価格）に

用いたガソリン及び軽油価格から最大2割上昇した場合を想定し、乗用車・35km/hの場

合の燃料費及び走行経費原単位の変化を試算した結果を図 2-5に示す。 

ガソリン・軽油価格の上昇に伴って燃料費が上昇する。走行経費原単位のその他の

構成項目であるタイヤ・チューブ費、整備費及び車両償却費の価格は変化しない。油

脂費はガソリン・軽油価格の上昇に伴って微増する。ガソリン・軽油価格が2割上昇す

ると燃料費は約35％増加し、項目の合計である走行経費原単位は、8%～16%増加するこ

とが試算された。 

 

 

図 2-5 ガソリン・軽油価格の上昇に伴う走行経費原単位の変化（乗用車・35km/hの場合） 

出所）三菱総合研究所作成 
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第3章 物流を支える道路ネットワークの整備効果計測のための時間価値原単位の

検討 

本章では、昨今の社会情勢の変化等も踏まえ、道路整備を対象とした貨物の機会費用

（貨物の時間価値のこと）に関する検討のため、必要なデータ、計算条件等を整理し、

実現可能な推計方法の検討を行った。 

 

3-1物流を取り巻く社会情勢の変化 

(1) 貨物輸送特性の変化 

近年の国内貨物の輸送量（トンキロ）は、410億トンキロ程度で推移している（図 3-1）

が、貨物1件当たりの貨物量が大きく低下している（図 3-2）。これは、近年のネット

ショッピングなどの増加などによる宅配便の増加などが考えられる。 

 

 

図 3-1 国内貨物輸送量の推移（トンキロベース） 

出所）「物流を取り巻く動向と物流施策の現状について」（第１回 2020 年代の総合物流施策大綱に関す

る検討会、国土交通省） 

https://www.mlit.go.jp/common/001354692.pdf 
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図 3-2 貨物一件あたりの貨物量の推移 

出所）「物流を取り巻く動向について」（令和 2 年 7 月、国土交通省） 

https://www.mlit.go.jp/common/001354692.pdf 

 

新型コロナウイルス感染症の影響による外出自粛や密回避で宅配需要が増加したこ

となどから、それらを支える物流の価値は高まったのではないかと考えられる（図 3-3、

図 3-4）。 

 

図 3-3 ヤマトホールディングス小口貨物取扱実績（宅急便・クロネコDM便）（前年同月比） 

出所）ヤマトホールディングス 過去の小口貨物取扱実績  

https://www.yamato-hd.co.jp/investors/financials/monthlydata/archive.html 
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図 3-4 ネットショッピング利用世帯の割合の推移（二人以上の世帯） 

出所）「2020 年家計消費状況調査結果の概要」（総務省） 
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3-2貨物の機会費用に関する現状の課題 

(1) 過年度の検討内容の整理 

貨物車の時間価値は、ドライバー（従業員）、車両、貨物の機会費用から算出してい

る。貨物の機会費用は、貨物の輸送時間が短縮することにより、その短縮相当分だけ早

く市場で取り引きされ、その収益を新たな投資に回すことができる、といった解釈に基

づいて、貨物にかかる金融コスト（金利）から計測されている。そのうち貨物の機会費

用は、貨物の輸送時間が短縮することにより、その短縮相当分だけ早く市場で取り引き

され、その収益を新たな投資に回すことができることによる収益として、貨物の価値額

に単位時間あたりの金利を乗じることにより求められている。 

貨物の新たな機会費用計測手法の検討を進めるにあたり、過年度までに検討してきた

計測手法や考え方などについて整理した。 

 

① 平成18年度業務 

物流センサスを適用して、選好接近法による「貨物の機会費用」を試算している

（表 3-1）。なお、物流センサスの対象は、主として法人から法人に出荷される大口

貨物の流動が捕捉されており、基本的には、法人から個人、個人から個人に出荷さ

れる小口貨物の流動を捕捉するものではない。荷主の選択行動として、輸送機関選

択や経路選択の分担率から貨物の機会費用を計測した。 

 

表 3-1  平成18年度業務 選好接近法による「貨物の機会費用」の試算結果 

 輸送機関選択モデル 経路選択モデル 

集計分析 小型貨物車： 約1円/分・台 

普通貨物車：約13円/分・台 

小型貨物車：  約44円/分・台 

普通貨物車： 約842円/分・台 

非集計分析 小型貨物車： 約2円/分・台 

普通貨物車：約39円/分・台 

小型貨物車： 約52円/分・台 

普通貨物車：約1,000円/分・台 
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② 平成25年度業務 

貨物の機会費用を把握するための視点を検討し、発生する効果や計測の課題を整

理した（表 3-2）。 

 
表 3-2 平成25年度業務 視点の整理 

No 貨物の機会費用把握の視点 

1 ①在庫コストの減少 

②輸送コストの減少 

③貨物の価値の増加 

2 荷主の支払意思 

 

③ 平成26年度業務 

平成25年度業務を踏まえ、文献・ヒアリング調査を行い、時間価値の概念として

効果の発現期間・方法を整理した（表 3-3）。 

 
表 3-3 平成26年度業務 効果発現の期間・方法の整理 

発現期間 効果の発現方法 

短期（～１年） 平均的な所要時間が短縮 

中期（約１～３年） 
ロジスティクスシステムの効率化等による
生産性向上 

長期（約３年～） 立地変化 
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④  令和2年度業務 

「新型コロナウイルス感染症の影響による外出自粛や密回避で宅配需要が増加

したことなどから、それらを支える物流の価値は高まったのではないか」という考

えに基づいて、宅配などの物流事業者にヒアリングを実施した（表 3-4）。 

 

表 3-4 令和2年度業務 宅配などの物流事業者ヒアリング 

No ヒアリング対象 貨物の機会費用に係る示唆 

1 
＜物流関係の有識者＞ 
公益社団法人日本ロジ
スティクスシステム協
会 （ＪＩＬＳ） 

 宅配が物流全体に占める割合は、トンキロベースで３～４％程度。 
 ＥＣ事業者（Amazonや楽天など）では、ラストマイルの配送におけ
る地域を限定した配送業者や個人事業主などとの直接契約および
バイクや自転車の配送が増加しており、実態が把握しにくくなって
いる。 

2 ＜宅配サービス事業者
＞ 
日本生活協同組合連合
会 （生協連） 

 冷蔵・冷凍商品は午前配達配送であっても、当日の夜の受け取りま
では品質を確保。 

 トラック毎にいつ何をどこに運んだというデータはデータベース
管理していない。 

3 
＜３ＰＬ事業者※＞ 
株式会社日立物流 

 輸送する貨物や経路といったデータは有している（それらのデータ
は契約上の守秘義務により提供してもらうことは困難と考えられ
る）。 

※３ＰＬ＝Third Party Logistics（荷主企業に代わって、最も効率的な物流戦略の企画立案や物流システム

の構築の提案を行い、かつ、それを包括的に受託し、実行することをいう。（国土交通省ＨＰより）） 
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(2) 今年度の検討内容 

今年度は、昨今の社会情勢、最新の研究成果を踏まえ、表 3-5に示すように、宅配に

着目した貨物の機会費用の計測手法、マクロな経済モデルを適用した時間価値等便益原

単位の導出手法さらに今後利用可能性のあるデータ基盤を活用して時間価値原単位を

算出する方法の可能性について検討した。 

 
表 3-5 今年度の検討内容 

 方針 考え方・検討内容 計測対象 検討課題等 

1 

宅配（B 
to C）
に着目
した算
定方法 

＜考え方＞ 
宅配便特有の時間短縮の価値額を算定し、現
行の貨物（宅配以外）の時間価値原単位とト
ンキロベースで加重平均する。 
＜検討内容（宅配便の価値額）＞ 
①宅急便の通常配送サービスと速達サービス
のサービス内容（追加料金、短縮時間など）
と分担率データを活用し、選択モデルより宅
配便の時間短縮の価値額設定方法を検討す
る。 
②実店舗とネット通販における消費者の購買
費用を比較し、商品の配送待ち時間費用を時
間短縮の価値額の適用可能性を検討する。（※
1） 

宅配のみ 

宅配便に関する詳細な輸
送データの収集が困難で
あるため、既存統計データ
（物流センサスなど）や公
開されている限られた
データ（例えば、宅配便料
金表）に基づき、大胆な仮
定をおく必要がある。その
仮定をどこまで精緻化で
きるか。 
 （例：事業評価の対象を
勘案して、幹線道路・都市
間輸送に着目して宅配の
割合を把握すべき、等） 

2 

マクロ
な経済
理論モ
デルか
らの導
出 

＜考え方＞ 
SCGE（空間的応用一般均衡）モデル（※2）に
より、貨物輸送の時間短縮による便益を算出
し、貨物の総輸送時間短縮量で割り戻して算
出。 
＜検討内容＞ 
SCGEモデルに関する小池先生の研究内容をレ
ビューし、実務的な時間価値への適用可能性
を検討する。 

物 流 全 般
（ 便 益 と
地 域 間 物
流 量 か ら
計 測 さ れ
た 貨 物 輸
送 の 時 間
価値）  

マクロな経済理論モデル
による貨物輸送の時間価
値は、現行の原単位（要素
費用の積上げ）を包含する
概念であるか。 
便益・物流量から時間価値
への換算する際の係数に
適用された車両分類（1台
当たり輸送貨物の価値額、
営業用普通貨物車を仮定）
などの妥当性。 

3 

今後の
利用可
能性が
ある
データ
基盤を
活用 

＜検討方法＞ 
個々の物流データは、荷主、物流事業者が保
有しており、守秘義務等で第３者は活用する
ことができない。これは、SIP（第2期）のス
マート物流の検討においても課題とされてい
るが、データ基盤の構築が目指されていると
ころであり、そのデータ基盤に基づく時間価
値原単位算出の可能性を検討する。 

物流全般 

スマート物流に関する検
討と連携して、当該データ
基盤の詳細を確認したう
えで、進める必要がある。 

※その他の検討課題（「貨物の機会費用」では捉えきれない貨物輸送の重要性）として、以下などが考え
られる。 
・ドライバーの人手不足による輸送時間短縮の必要性（「貨物の機会費用」ではなく「ドライバーの機
会費用」にあたる） 
・輸送時間の短縮に伴う信頼性の向上（ジャストインタイムの配送への貢献） 
・安定して確実に貨物が届くことの価値（サプライチェーンの確保・安心感等） 

※1：宮武（2017）「インターネット通信販売物流における宅配便事業者の施策評価」 
※2：小池ら（2021 年）「応用一般均衡モデルを利用した貨物輸送の時間短縮価値の推計」,土木計画学研

究・論文集 
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3-3宅配（B to C）に着目した算定方法 

(1) 宅配特有の時間短縮の価値額に基づく貨物の機会費用の算定方法 

現行の貨物の機会費用は、産業連関表に基づき設定した「輸送貨物の価値額」を、事

業者間（B to B）物流を主たる対象とする物流センサスより得られる「貨物流動量」を

全貨物流動量の代表値としているため、宅配などの BtoC、CtoC 輸送が考慮されていな

い。そのため、現在の貨物の機会費用には、宅配の特性が考慮されていない。 

したがって、BtoC、CtoC 輸送を考慮した時間短縮設定のためには、宅配の時間短縮

の価値額と流動量を把握する必要がある。宅配の時間短縮の価値額を設定することがで

きれば、以下のイメージ図のとおり、事業者間（B to B）に関する貨物の機会費用との

加重平均をとればよい。なお、昨年度業務のヒアリング調査によると、宅配の占める割

合はトンキロベースで3～4%となっている（図 3-5）。 

 
図 3-5 貨物車の時間価値算出に使用されるデータへの宅配の影響 

※ここでは、宅配は BtoC、CtoC が主と仮定 

出所）三菱総合研究所作成 

1) 選択モデルによる貨物の機会費用算定の考え方 

通常配送と速達に関して、それぞれの配送時間と配送料金と両者の利用比率のデータ

を整備して、選択モデルを構築することが考えられる。選択モデルを統計的に推定する

ため、多数のODごとにデータ整備を行うことが考えられる（例：通常配送と速達の両

方が想定されうる100以上の都道府県間）。あるいは、データ制約等を勘案して、まずは

特定ODだけでもデータが得られればそのデータから概算することが考えられる。 

宅配物流に関する情報（宅配が物流全体に占める割合、1口あたり重量、車両積載重

量）があれば、宅配特有の時間短縮の価値額から宅配を考慮した貨物の機会費用が算定

トンキロベースの割合

宅配3-4%

時間価値

BtoB輸送 96-97%

調査可能な特定のある宅配サービス

現行の貨物の時間価値

宅配を加重平均する
新しい時間価値
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できる（図 3-6）。 

 
図 3-6 通常・速達配送選択モデルによる貨物の機会費用算定の考え方 

出所）宮武(2017)を参考として三菱総合研究所作成 

【留意事項】 

◆ 商品価格と配送料金が分離できない場合（購入金〇円以上で配送料無料など）は適用できない。 

◆ 時間指定の場合、配送時間帯に幅がある（午前中/12 時～14 時など）場合が多いため、配送時間デ

ータの設定方法は要検討 

◆ ある特定の宅配サービスからのデータ取得に際しては、サービス内容や利用者に偏りが生じないよ

うにする。 

◆ 旅客の交通機関選択モデルなどと同様に、全ての選択肢（通常配送・速達配送）に共通の宅配の時

間価値を仮定した分析となる。従って、速達では、航空便を用いることにより時間短縮することが

主となっているが、通常配送と速達で貨物の機会費用が異なることを前提としていない。  
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2) 物流センサス（３日間）データの適用可能性と課題 

個々の荷主や宅配事業者が保有している宅配物流に関する情報は、顧客情報の守秘義

務のため分析データとして活用することは困難である。 

既存統計では、「物流センサス1」（3日間調査）において「宅配便等混載」というカテ

ゴリー（代表輸送手段）がある。また、一部、届け出先が個人向け貨物（2000年調査よ

り追加）についても捉えている（2005年調査より）。この「宅配便等混載」データ等を

概観し、先述した（図 3-6）「宅配物流に関する情報」（②、③、⑤に該当）の設定に関

する課題を整理した。 

⚫ ②：「宅配便等混載」の流動ロット（出荷1件当たりの重量）は、2015年調査では

0.06ﾄﾝ/件（60kg/件）となっており、トラック輸送の中では小さい（図 3-7）。 

【課題】直感的に個人が受け取る宅配便の重さよりも相当重い。これは物流セン

サスが法人から法人に出荷される大口貨物の流動を主に補足しているためであ

る。「宅配便等混載」のうち届け出先が個人向け貨物のデータのみで集計するこ

とで、宅配便１口当たりの重量が得られるかどうかは不明である。 

 

 

図 3-7 代表輸送機関トラック別流動ロット 

出所）「2015 年度物流センサス報告書」（国土交通省） 

  

 
1 物流センサスは、鉱業、製造業、卸売業、倉庫業から出荷される貨物を対象としていることから、小売

業や個人から出荷される宅配便が捕捉できていない。 
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⚫ ③：【課題】物流センサスは、出荷１件ごとに調査しているため、時間短縮の価

値額推定に必要な「１台当たりの平均積載重量」を把握することはできない。 

⚫ ⑤：「宅配便等混載」個人向け貨物のトラック輸送に占める割合は、重量、件数

ベースともに概ね増加傾向を示している。2015年調査時点では、重量ベースで

0.057％、件数ベースでは5.8％となっている（図 3-8）。 

→【課題】トンキロベースのデータがないため、昨年度のヒアリングより得られ

たトンキロベースで3～4％の検証ができない。 

 

 

図 3-8 トラック輸送に占める「宅配便等混載」個人向け貨物の重量・件数の推移 

（2005年から2015年） 

出所）「各年物流センサス」（国土交通省）に基づき三菱総合研究所作成 
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3) 公表されている通常・速達配送の概要 

通常配送と速達配送の配送料金は物流事業者の公開情報などで概略把握できるもの

の、その詳細情報や利用比率などまで明らかになっていない（表 3-6、表 3-7）。 

ECに関しても同様であり、購入合計金額が一定以上または会員登録によって速達配

送の料金が加算されないサービスがみられる。そのため、先述した通常・速達配送選択

モデルの推定が困難となっている。 

 
表 3-6 通常・速達配送料金等の概要（宅配便） 

サービス名
（企業名） 

通常配送料金 
通常配送に
要する時間 

速達配送の料金 
速達配送に 

要する時間 

利用
比率 

宅急便タイ
ムサービス 

（ヤマト運
輸） 

サイズにより、
930円～4820円 

翌日～ 
サイズにより、330円～
1980円追加 

翌朝10時または
翌日17時までに
配達 

（夕方までに預
かった荷物） 

不明 

飛脚航空便 

（佐川急便
株式会社） 

サイズにより、
770円～16,555円 

翌日～ 

サイズにより、1,914円
～51,040円（追加分含む
料金） 

最短翌日午前配
達 

不明 

出所）各社 HP（2021/9/3 閲覧） 
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表 3-7 通常・速達配送料金等の概要（EC） 

サービス名 

（企業名） 
通常配送料金 

通常配送に
要する時間 

速達配送の料金 
速達配送に 

要する時間 

利用
比率 

ヤマダ高速便 

プレミアム配
送 買物合計3,300円

以下の場合、出
荷手数料550円 

手配ができ
次第の配送 

YAMADA Plusプレミア
ムブラック会員（年会
費11,800円）向けサービ
ス 

90分以内（15時
までに注文、発
送店舗の営業時
間内） 

不明 

ヤマダ高速便 

スタッフお届
け 

追加料金なし 

最短当日（15時
までに注文、発
送店舗の営業時
間内） 

不明 

ヨドバシエク
ストリーム 

お客様チャー
ター便 

注 文 金 額 が
10,000円以上で
無料、10,000円未
満で一律500円 

※沖縄県や離島
への大型製品は
追加料金 

東京23区の
場合、最短で
注文当日 

6,980円～（注文確定後
電話にて相談） 

「最短3時間以
内」、「24時間深
夜でも」、「詳細
な時間指定での
お届け」などに
対応 

多い
時に
は 5

件 /

日 

日本郵便ゆうパック指
定、ヤマト運輸宅急便
指定（350円）、配達会社
指定なしは無料 

最短当日 不明 
ヨドバシエク
ストリーム 

アスクル 

「即配サービ
ス」 

（ZHD、出前
館） 

大 型 商 品 の 場
合、注文金額が
30,000円未満で
特別配送料 

そ れ 以 外 の 場
合、3,300円以上
で無料、3,300円
未満で330円 

当日又は翌
日 

※エリアに
よって異な
る 

不明 
最短15分～1時
間程度 

実証
実験
中 

Amazon お 急
ぎ便 

注文金額2,000円
以 上 で 配 送 無
料、2,000未満の
場合本州・四国
（離島を除く）
で 410 円、北海
道・九州・沖縄・
離島で450円 

※一部のメール
便は100円 

※商品によって
追加料金あり 

離島など一
部の地域を
除き、通常、
商品を発送
してから1-4

日 

本州・四国（離島を除
く）で510円、北海道・
九州で550円 

※沖縄、離島等は対象
外 

※一部のメール便は
200円 

不明 不明 

Amazonプライム会員
(4,900円/年) 

関東では、最低注文金
額4,000円で配送料390

円（10,000円以上の注文
では配送無料） 

最短2時間 不明 
Amazonフレッ
シュ 

出所）各社 HP（2021/9/3 閲覧） 

出所）宮武 宏輔「インターネット通信販売物流における宅配便事業者の施策評価」（2017）に基づき三

菱総合研究所作成 

原典)アマゾンドットコムのヘルプページより（2013 年 4 月時。現在は非公開）  
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(2) 実店舗とネット通販の購買費用の比較に基づく考え方（宮武論文（2017）） 

宮武（2017）2では、実店舗型とネット通販型における消費者の購買費用を比較した分

析を行っている。 

ネット通販型の購買費用である「商品の配送待ち時間費用」は、消費者が実店舗に行

くための移動時間費用（自動車の燃料費用＋店舗までの移動時間費用）を負担するくら

いなら、他の活動に費やしてもよいと考える時間費用（支払意思額）と捉え、これを商

品（貨物）の機会費用と考えた。 

本論文では、amazonが提供する配送サービス（日本では「当日お急ぎ便」、米国では

「Two-Day Shipping」等）の価格を参考に、１日当たり500円と設定している。これを1

分当たりに換算すると0.347円/分となる（表 3-8）。 

 

 

表 3-8 アマゾンドットコムの配送料金と出荷手数料 

 

 
2 宮武 宏輔「インターネット通信販売物流における宅配便事業者の施策評価」（2017） 
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出所）宮武 宏輔「インターネット通信販売物流における宅配便事業者の施策評価」（2017）に基づき三

菱総合研究所作成、 

原典)アマゾンドットコムのヘルプページより（2013 年 4 月時。現在は非公開）宮武 宏輔「インタ

ーネット通信販売物流における宅配便事業者の施策評価」（2017） 

 

1) 貨物の機会費用試算 

宅配便の一口1kg、営業用小型貨物車、普通貨物車の平均積載量200kg/台、4,330kg/台

とすると、貨物の機会費用は以下の通り、現状と比較してかなり大きな価値額となる。 

⚫ 営業用小型貨物車における貨物の機会費用 

  500円/kg・日÷24時間÷60分×200kg/台 = 69.4円/分・台 

⚫ 営業用普通貨物車における貨物の機会費用 

  500円/kg・日÷24時間÷60分×4,330kg/台 = 1,503.5円/分・台 

 

2) 貨物以外の機会費用構成要素の取扱い 

実店舗型とネット通販型の購買費用を比較したモデルでは、消費者にとっての支払意

思に着目しており、宅配事業者が負担するドライバー人件費、車両の機会費用は取り

扱っていない。 
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（参考1）宮武論文（実店舗とネット通販の購買費用の算定の考え方の概説） 

 
⚫ 商品の配送時間（ 「注文した商品をすぐに利用できない」という不効用に近いもの）

を移動時間と同様の派生的需要であるとみなし、費用として扱う。配送時間が費用であ
るならば、ネット通販の消費者は、自らの時間価値を考慮して、追加料金を支払うこと
で配送時間を短縮する選択を行うかもしれない。 

 

⚫ 消費者が購買行動を決定する際の購買費用を、時間価値に基づく時間費用であると定義
して定式化し、下記の消費者の購買行動に関する仮定を置いて実店舗とネット通販の場
合で消費者の購買費用を比較する。 

A) 実店舗での購入の場合は店舗までの移動時間と移動に伴い発生する費用（燃料費や鉄道
運賃等）を、ネット通販での購入の場合は商品が届くまでの時間を、消費者は購買費用
として認識する。 

B) 消費者は買物そのものを楽しむことができるとして、実店舗、ネット通販での購買とも
に、買物そのものの時間（商品の探索時間）自体は本源的需要とみなし、費用とはみな
さない。 

C) 実店舗・ネット通販両方の場合で、消費者が同種・同質・同価格の商品を 1個購入する。 

D) 消費者の交通手段は自家用車を想定し、運転手（消費者）以外の同乗者は存在しない。 

E) 実店舗での購入の場合、消費者は店舗まで移動した時は必ず商品を購入し、ショールー
ミングのような行動は行わない。 

F) ネット通販での購入の場合、商品は消費者の自宅まで配送され、コンビニエンスストア
等での受け取りサービスは利用しない。 

また、日本国内の配送基準を参考に、2日以内で商品が配送されると仮定する。 

G) ネット通販の配送料金は無料と提示されている（配送料金は商品価格に内包されてい
る）。 

 

⚫ 定式化した消費者の購買費用は以下のとおり。 

 購買費用（実店舗） = 𝐶𝐵
𝐹 + 𝐶𝐵

𝑇 

 購買費用（ネット通販） = 𝐶𝑂
𝑇 

 𝐶𝐵
𝐹：自動車の燃料費用 

 𝐶𝐵
𝑇：店舗までの移動時間費用 

 𝐶𝑂
𝑇：商品の配送待ち時間費用（=500円/日と設定） 

 

出所）宮武 宏輔「インターネット通信販売物流における宅配便事業者の施策評価」（2017） 

  



30 

 

 

（参考2）宮武論文（幹線輸送および宅配便のラストマイル分析に適用されている原単

位） 

 

宮武（2017）では、前述した実店舗型とネット通販型における購買費用の比較分析の

ほかに、宅配便のラストマイル配送の集配方法に関する分析が行われている。 

ここでは参考として、ラストマイル配送の集配トラックドライバーとフィールドキャ

スト（台車や電動自転車で集配する配送員）の時間価値は、聞き取り調査より、時間当

たり賃金に基づいて設定している。 

 
＜ラストマイル配送の費用算定に適用された時間当たり賃金＞ 

⚫ ラストマイルを担う集配トラックドライバー不足への対応として、ヤマト運輸や佐川急
便などでは集配トラックを運転するドライバー（SD）と台車や自転車で荷物を集配する
「フィールドキャスト（FC）」を組み合わせた集配方式（チーム集配※）に取り組んでい
る。具体的には、ゾーン（概ね１㎢のエリア）別に設けられた荷物受渡所に集配トラック
が停車し、FCに荷物を受渡、ゾーン内を台車や電動自転車でFCが集配することで、集配
トラックドライバー不足の解決を図る。 

 

⚫ 本論文では、チーム集配
をどのような地域で実
施すべきかを検討する
ために、配送密度（1㎢エ
リア内の配送先の数）を
変数とした“チーム集配
モデル”を構築し、軒先
集配※に係る事業者費用
と比較している。 

 

   【チーム集配モデル】 

       min
.
𝑂𝐶 = 𝐿𝐶 + 𝑓 

       ・OC ： 事業者費用（配送費用）［円］ 

       ・LC ： 配送員の人件費［円］ 

       ・f ： 集配トラックの燃料費［円］ 

 

⚫ 配送員の人件費を算出するための時間当たり賃金は、宅配事業者の聞き取り調査より、
集配トラックドライバー（SD）1,800円/時（＝30.0円/分・人）、フィールドキャスト（FC）
1,000円/時・人（＝16.7円/分・人）と設定している。 

 

※：「軒先集配」、「チーム集配」という名称はヤマト運輸の標記に従っている。 

出所）宮武 宏輔「インターネット通信販売物流における宅配便事業者の施策評価」（2017） 
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(3) 宮武先生ヒアリング結果 

1) 企業の宅配便利用（BtoB）状況 

BtoBでも売る時間に間に合わせないといけない配送があり、必ずしも宅配便貨物の価

値の方が高いとは言えない。 

企業の宅配便（BtoB）についても、事務用品の購入や工場の生産ライン故障により急

遽取り寄せる必要がある部品などは価値の高いものかもしれない。 

企業の宅配便（BtoB）の絶対量はわからないが、日通総研が公表している荷動き指数

で利用動向の増減傾向はわかる（図 3-9）。 

個人向け（B to C)の到着日時指定の割合は約7割、うち時間指定が16.3％である（図 

3-10）。 

BtoBでは、商品の鮮度が求められる農業・林業の他、鉱業、製造業の時間指定配送の

割合が個人向けより多くなっている。 

 

 

図 3-9 荷動きの実績（見込み）と見通しの『荷動き指数』（速報値） 

出所）「2021・2022 年度の経済と貨物輸送の見通し」（2021 年 12 月、株式会社日通総合研究所） 
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図 3-10 着産業業種・到着日時指定の有無別流動量構成（件数） 

出所）「2015 年物流センサス」に基づき三菱総合研究所作成 

 

2) 消費者向け宅配便（to C）の利用状況 

ネット通販に関するデータは、政府統計では捉えられないデータも多いため、ある前

提の下で分析する、あるいは既存研究から引用することが多い。流通経済大学の林克彦

先生が、amazonより購入した商品の全配送件数を推計する研究をされている。（図 3-11）。

（2018年：8億4,000万個と試算） 

また、「家計消費状況調査」（総務省）では、インターネットショッピングと通常の買

い物行動の支出額を分けて調査している。ネットショッピング利用状況としては、ネッ

トショッピング利用世帯（二人以上世帯）が、2016年以降急激に伸びており、2020年で

は、約半数の世帯が利用していることが、図 3-12より分かる。 

さらに宮武（2021）3によると、宅配便の受け取り方（2021年）について、ここ数年で

変化が見られており、コンビニや宅配ロッカーの受け取りが増加しているとともに、そ

れ以上に置き配の割合が高くなっている。（図 3-13）。 

 
3 宮武 宏輔「新型コロナ禍後のネット通販商品の受け取り方に関する意識調査」（日交研シリーズ A-

818、p.10-23、2021 年） 
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※1：日本経済新聞（2019 年 6 月 20 日） 

※2：ネットショップ担当者フォーラム（2019 年 2 月 18 日） 

注：試算の前提として、直販と直販以外の１個当たり料金単価は同じと仮定している。 

図 3-11 林論文によるamazon（2018年）の全商品配送個数試算フロー 

出所）林克彦「ネット通販急成長に対応したラストマイルの変化」（物流問題研究,No.68）に基づき三菱

総合研究所作成 

 

 

図 3-12 ネットショッピング利用世帯の割合の推移（二人以上の世帯）（再掲） 

出所）「2020 年家計消費状況調査結果の概要」（総務省） 

 

直販以外流通総額※1

9,000億円
直販以外流通量※1

3億1,500万個

直販以外
1個当たり単価

2,857円/個

全流通額※2

2兆4,000億円

全商品配送個数

8億4,000万個
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注 1：2021 年 4 月調査は直近 1 年間のネット通販利用経験がある回答者のみを対象としており、2019

年 11 月調査では直近 1 年間に限らずネット通販の利用経験があるかを選択した回答者のみを対

象としている。 

注 2：2019 年 4 月調査では、「置き配」の選択肢がなかったため、図中では「－」としている。 

図 3-13 宅配便の受け取り方の利用経験率推移 

出所）宮武 宏輔「新型コロナ禍後のネット通販商品の受け取り方に関する意識調査」（日交研シリーズ

A-818、p.10-23、2021 年）に基づき三菱総合研究所作成。 
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3) 時間価値原単位の算出に関する知見 

宮武先生へのヒアリングから、得られた時間価値原単位の算出に関する知見について、

に整理した（表 3-9）。 

 
表 3-9 宮武先生ヒアリングに基づく時間価値原単位の算出に関する知見の整理 

宮武先生ヒアリング意見 時間価値原単位の算出に関する知見 

 BtoBでも売る時間に間に合わ
せないといけない配送があり、
必ずしも宅配便貨物の価値の
方が高いとは言えない。 

 企業の宅配便（BtoB）について
も、事務用品の購入や工場の生
産ライン故障により急遽取り
寄せる必要がある部品などは
価値の高いものかもしれない。 

 速達性の求められる貨物として宅配便に着目して検討してき
たが、宅配便以外のBtoB貨物についても、緊急性や時間指定
の厳しい貨物については、同様に速達性が求められると考え
られる。そのため、航空輸送や高速道路利用輸送などの経路
選択モデルなどにより時間価値を推計することが考えられ
る。ただし、時間指定に関しては、時間信頼性の価値を含め
た計測になると考えられる。 

 緊急性の高い品目・場面について、物流センサスから把握す
ることは難しく、宅配事業者からも情報提供を受けられない
とすれば、そういったものに特化した物流に関するデータ
（例：後述のSIP第2期「スマート物流サービス」により把握
されるデータ）の適用が必要になると考えられる。 

 「家計消費状況調査」（総務省）
では、インターネットショッピ
ングと通常の買い物行動の支
出額を分けて調査している。 

 「家計消費状況調査」では、世帯のインターネット利用（ネッ
ト通販型）による支出額とそれ以外（実店舗型）の支出額の
比率（P.6における「通常(又は速達)配送利用比率(%)」）がわ
かるようになってきた。宮武（2021）ではこの比率を用いた
分析を行っておらず、商品の配送待ち時間費用を500円/日と
設定していたが、この比率を用いて、店舗までの移動時間・
費用とネット通販の配送費用がわかれば選択モデルを構築す
ることで、理論的にはtoCの時間価値の導出が可能と考えられ
る。 

 実際に分析する際は、妥当な分析対象範囲（例：支出全体の
うち店舗とネット通販の選択が行われている範囲）を設定し
たうえで、店舗までの移動時間・費用とネット通販の配送費
用を別途調査などにより把握可能なもの（サンプルや場面）
を設定し、それと整合的なサンプルや場面に関する支出額の
比率を「家計消費状況調査」の個票から特別集計するなどの
検討が必要と考えられる。さらに、「家計消費状況調査」にお
ける支出額の区分がネット通販型と実店舗型で異なるため、
区分の対照方法の検討なども必要となると考えられる。 

 宮武（2021）において、ネット
通販の利用割合（2019年→2021
年）が増加していることを確認
した。その理由は、コロナ感染
予防というよりは、利便性が認
識されたことによるものであ
る。また宅配便の受け取り方
（2021年）について、コンビニ
が 30,3% 、宅配ロッ カ ーが
16.7％となっているが、それ以
上に置き配が44.9％を占めて
いる。 

 宅配便の受け取り方として、コンビニ、宅配ロッカー、置き
配が増加傾向にあることから、再配達回数は減少しているも
のと考えられる。例えば、ラストマイル配送ドライバーの人
件費（Y円/日）が再配達有無に関わらず一定、再配達の減少
により労働時間がT時間/日から（T-Δt）時間/日に短縮した
とすれば、［ Y・Δt / T・（T－Δt） ］ 円/時間の計算式に
より、ラストマイル配送ドライバーの人件費単価向上分の計
算が可能となる。貨物自動車全体の走行台キロに占める割合
がわかれば、貨物車の時間価値の算出に反映できると考えら
れる。 
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4) 「家計消費状況調査」を活用した貨物の機会費用推定方法と課題の整理 

「家計消費状況調査」（総務省）では、１か月間のインターネットを利用して購入し

た商品・サービスの金額とそれを含む特定の商品・サービスの購入額を把握できるため、

宮武（2017）の実店舗型とネット通販型の購買費用比較分析の考え方を援用すれば、理

論的には商品を購入する場所が店舗とネット通販の選択モデルを構築することで、貨物

の機会費用を計測できると考えられる。 

具体的には、実店舗により購入する比率P（％）を次式のように定義すると、貨物の

機会費用は、図 3-14のフローに従い算出できる。 

 

 

 

ただし、「家計消費状況調査」（総務省）は、商品・サービスの購入金額のみを聞いて

いるため、選択モデル推計に必要な移動費用・時間、配送待ち時間費用などのデータは、

別途調査を実施するか他調査結果から見つけ出す必要がある。 

 

 

図 3-14 実店舗・ネット通販選択モデルによる貨物の機会費用算定フロー案 

出所）三菱総合研究所作成 
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実店舗型・ネット通販選択モデル構築に向けた課題を、以下に挙げる。 

⚫ 実店舗・ネット通販選択モデルを構築するためには、同じ商品の購入比率が必要

である。「家計消費状況調査」（総務省）では、ネット通販とそれを含めた特定の

商品サービスの購入金額を把握しているが、商品・サービス分類がすべて一致し

ていない（表 3-10、表 3-11参照）ため、一致しているものを抽出する必要があ

る。 

＜商品が一致しているものと考えられるもの＞ 

・家電   ・家具   ・衣類  ・自動車等関係用品 

⚫ 「家計消費状況調査」（総務省）では把握できない店舗の設定、およびそこまで

の移動費用や移動時間について、別途アンケート調査を実施するか、他調査の結

果を援用する必要がある。 

• 移動時間については、道路交通センサスやパーソントリップ調査データ

より、買い物目的のトリップ所要時間（往復）の適用可能性について検

討する必要がある。 

• 移動費用については、買い物する店舗までの交通手段を設定し、算出す

る必要がある。 

⚫ 商品の配送待ち時間費用は、宮武(2017）では、アマゾンの配送料金データより

500円/日と設定しているが、注文してから受け取りまでの時間、配送料金が分か

れば、より正確な貨物の機会費用の推定が可能と考えられる。 
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（参考）「家計消費状況調査（調査票B）」の商品・サービスカテゴリー 

 

「家計消費状況調査（調査票B）」の商品・サービスカテゴリーを整理した。 

表 3-10 特定の商品・サービスカテゴリー 

◇通信、旅行関係 

01 スマートフォン・携帯電話などの通信、通話使用料 

02 インターネット接続料（ケーブルテレビなどとセット契約している場合も含む） 

03 スマートフォン・携帯電話の本体価格 

・・ ・・・・・ 

◇教育・教養娯楽 

08 授業料等（幼稚園～

大学、専修学校） 

国公立 

09 私立 

10 補習教育費（学習塾・予備校・通信添削などにかかる費用） 

  ・・・・・ 

◇衣類など 

13 背広服（上着のみ、ズボンのみは除く） 

14 婦人用スーツ・ワンピース（上着のみ、スカートのみは除く） 

15 和服（着物、帯など） 

・・ ・・・・・ 

◇医療 

18 入院料 出産入院料 

19 出産以外の入院料 

◇家具・家電 

20 たんす（チェスト、ワードローブ） 

21 ベッド 

22 布団 

23 机・いす（事務用・学習用） 

・・ ・・・・・ 

◇住宅、自動車 

38 家屋に関する設備費・工事費・修理費（内装、外装、門・塀・柵など。増改築は除く） 

・・ ・・・・・ 

41 自動車 新車 ※購入月に金額を記入 

42 中古車 ※購入月に金額を記入 

・・ ・・・・・ 

◇冠婚葬祭、仕送り金 

47 挙式・披露宴などの婚礼費用（宿泊費、交通費、お祝い金は除く） 

・・ ・・・・・ 

出所）「家計消費状況調査（調査票 B（二人以上の世帯、単身世帯共通）に基づき三菱総合研究所作成 
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表 3-11 インターネットを利用して購入した商品・サービスカテゴリー 

52 食品 食料品（健康食品は 61 へ） 

53 飲料（酒類を含む） 

54 出前（弁当、宅配のピザなど。外食を含む） 

55 家電（ガス器具、電子楽器、周辺機器や部品、消耗品を含む） 

56 家具（一般家具、照明器具、カーテン、寝具類など） 

57 衣類・

履物 

紳士用衣類（中学生以上、和服を含む） 

58 婦人用衣類（中学生以上、和服を含む。アクセサリーは 72 へ） 

59 履物・その他の衣類（子供用衣類、帽子、ネクタイ、靴下など） 

60 保健・

医療 

医薬品（医薬部外品を含む）  

61 健康食品（サプリメントなど）  

62 化粧品（洗顔石けん、シャンプーなどは 72 へ） 

63 自動車等関係用品（自動車、オートバイ、自転車などの本体や部品を含む） 

64 書籍（新聞、雑誌、カレンダーなどの印刷物を含む。電子書籍は 66 へ） 

65 音楽・映像ソフト（CD、DVD など）、パソコン用ソフト、ゲームソフト 

66 デジタルコンテンツ 電子書籍（新聞・雑誌などを含む） 

67 ダウンロード版の音楽・映像・アプリなど 

68 保険（生命保険、医療保険、自動車保険、火災保険など）※掛け捨て型のみ 

69 宿泊料（ホテル、旅館など）、運賃

（鉄道、航空運賃など）、バック旅

行費 

インターネット上での決済 

70 上記以外の決済（インターネットでは予約のみ） 

71 チケット（映画、演劇、コンサート、スポーツ観戦など。商品券は 72 へ） 

72 上記に当てはまらない商品・サービス（アクセサリー、家事雑貨など） 

出所）「家計消費状況調査（調査票 B（二人以上の世帯、単身世帯共通）に基づき三菱総合研究所作成 
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(4) まとめ 

 (1)では、宅配に着目した貨物の機会費用算定について既存統計資料ではデータ制約

等により難しいことを確認した。これを踏まえ、(2)では、宅配に着目した既存研究とし

て“宮武宏輔「インターネット通信販売物流における宅配便事業者の施策評価」（2017）”

をレビューした。(3)において(1)で整理したことおよび(2)のレビュー結果に基づいて、

宮武先生にヒアリングを実施し、「家計消費状況調査」（総務省）からインターネットを

利用して購入した商品・サービスの金額とそれを含む特定の商品・サービスの購入額を

把握できるため、理論的には、商品を購入する場所が店舗とネット通販の選択モデルを

構築することで貨物の機会費用を計測できると考えられることを整理した。ただし、実

際にその選択モデルを構築するためには、以下の3点の課題があることを整理した。 

 実店舗・ネット通販選択モデルを構築するためには同じ商品の購入比率が必要で

あるが、「家計消費状況調査」（総務省）ではネット通販とそれを含めた特定の商

品サービスの購入金額とのあいだで分類が一致していない。 

 「家計消費状況調査」（総務省）では把握できない店舗の設定、およびそこまで

の移動費用や移動時間について、別途アンケート調査を実施するか、他調査の結

果を援用する必要がある。 

 商品の注文から受け取りまでの時間、配送料金が分かれば、より正確な貨物の機

会費用の推定が可能と考えられる。 

 

  



41 

 

 

3-4マクロな経済理論モデルからの導出 

(1) SCGE（空間的応用一般均衡）モデルによる貨物輸送の時間価値計測手法例 

小池淳司、他「応用一般均衡モデルを利用した貨物輸送の時間短縮価値の推計」（2021）

では、SCGE（空間的応用一般均衡）モデルを適用し、道路整備による貨物輸送の地域

間所要時間の短縮に伴う輸送費用の低下による便益を計測し、これを貨物の総輸送時間

の短縮量で割り戻すことで、貨物輸送の時間価値を推計している（図 3-15、表 3-12）。 

本モデルは、貨物輸送の地域間所要時間の短縮が、生産要素などの資源を節約し、他

用途に効率的に利用される（生産要素の利用拡大効果）ことで、消費者および生産者に

各種効果をもたらす帰着ベースの便益に着目している。一方、現在の費用便益分析マ

ニュアルで設定されている時間価値原単位は、発生ベースに着目した考え方（要素費用

法）であり、ドライバー、車両、貨物の3要素に関する資源節約の価値を表している。 

SCGEモデルにより計測された貨物輸送の地域間所要時間短縮の便益は、経済全体に

もたらす波及的影響を含んでおり、現在の費用便益分析マニュアルにおける時間価値の

構成要素であるドライバー、車両、貨物の機会費用を包含するものと考えられる。 

本論文では、道路整備により貨物の輸送時間が東北-関東間が10分、東北内々が5分短

縮する道路整備シナリオを想定し、平常時の営業用普通貨物車の時間価値として、182.5

円/（分・台）という結果が得られている。 

なお、本論文では、平常時（東日本大震災発生前）の他、災害時（震災発生直後）も

分析されているが、ここでは割愛する。 

 

【SCGEモデル（小池2021）の前提条件】 

① ゾーニング 

・8地域（北海道、東北、関東、中部、近畿、中国、四国、九州） 

② 産業部門 

・21部門（農林水産業、飲食料品、繊維製品、紙製品・印刷、化学製品、石油

製品、窯業、鉄鋼、非鉄金属、金属製品、一般機械、電気機械、自動車、自

動車部品、その他輸送機械、精密機械、その他の製造業、建設、電力、ガ

ス・水道、サービス） 

③ 所要時間計算の方法 

・一般都道府県道以上の道路および指定市の市道を対象 

・平成25年度のDRMをベースに高規格幹線道路のみ平成23年度時点のネット

ワークとなるように調整 
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④ 所要時間計算の方法 

・一般都道府県道以上の道路および指定市の市道を対象 

・平成25年度のDRMをベースに高規格幹線道路のみ平成23年度時点のネット

ワークとなるように調整 

・旅行速度は平成22道路交通センサス混雑時旅行速度または規制速度 

・所要時間は一般化費用最小ルートをダイクストラ法により算出、有料道路料

金を時間換算 

⑤ 輸送費用のモデル化 

・貨物輸送の地域間所要時間と輸送費用（人、車両、貨物の3つの要素をコスト

として内包する概念）は比例関係にあると想定 

・物流に関する輸送費用の低下をモデル化（ 輸送費用の発生しない非製造業、

旅客輸送は対象外） 

⑥ その他 

・完全競争市場を想定（発生ベースと帰着ベースの便益額は一致）しており、

企業等の立地の変化や生産性向上は想定されていない。 

・貨物輸送の地域間所要時間の短縮に伴う輸送費用の低下による発生ベースの

便益と同額が、帰着側の便益として計測される。 

・物流量を地域間産業連関表上の取引額によって定義し、中間財投入量と消費財

需要量を用いて定式化している。 

 

 
図 3-15 貨物輸送の時間価値算出式 

出所）小池淳司、他「応用一般均衡モデルを利用した貨物輸送の時間短縮価値の推計」（2021）をもとに

作成 

【貨物輸送の時間価値算出式】

貨物輸送の時間価値

：地域別便益（円）
：貨物の総輸送時間（分）
：地域間道路所要時間（分） （非製造業は ）
：（産業別）地域間物流量（円）
、 ：財の最終需要量、中間投入量

：道路整備なし(without)、 ：道路整備あり(with)
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表 3-12 輸送貨物の時間価値 

①便益 1,375 億円※ 

②貨物の総輸送時間の短縮量 386.7 × 109分・円 

③営業用普通貨物車1台当たり輸送貨物の価
値額 

513,346 円/台 

貨物輸送の時間価値 

（①／②×③） 
182.5 円/（分・台） 

※小池（2021）の論文中の値より算出 

出所）小池淳司、他「応用一般均衡モデルを利用した貨物輸送の時間短縮価値の推計」（2021）をもとに

作成 
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(2) その他の方法論との関係 

既往の要素費用法ではドライバー、車両、貨物自体を対象に貨物車の時間価値を計測

しているが、この既往の要素費用法やロジットモデルを用いた手法では、貨物車の時間

価値を投入要素の機会費用または個人の支払意思額に基づいて算出している。一方、小

池（2021）では、より広義に、上記の貨物車の時間価値や走行経費節減の価値など含む、

貨物輸送の時間短縮による波及的影響や経済状況の変化などを考慮し、経済厚生の変化

を貨物の総輸送時間の短縮量で割り戻して貨物輸送の時間価値を算出している。 

貨物輸送の時間短縮について、要素費用法やロジットモデルを用いた手法では私的価

値と社会的価値との差分がないと仮定しているが、小池（2021）における貨物輸送の時

間価値の、計測対象としては現行マニュアルにおける3要素の機会費用に加え走行経費

削減や誘発需要も含まれると考えられる。ただ、正確な計測範囲とその定量化は依然、

研究途上であり、不完全競争を仮定した場合の時間価値はより大きくなると考えられる

（表 3-13）。 

時間価値原単位として考え得る計測対象のうち、定量化可能な項目は用いる手法に大

きく依存する。また、マニュアルにおける時間価値原単位とするには、統一的な値のた

めに一部の計測対象が捨象される（図 3-16）。 

 
表 3-13 小池（2021）における貨物輸送の時間価値の考え方 

① 貨物車の時間価値は、要素費用法では貨物輸送の時間が短縮されることで節約

される3要素のコストによって、ロジットモデルでは輸送時間の短縮に対する荷

主（または荷受人）の支払意思額によって、いずれも私的価値として算出され

ている。一方、小池（2021）では便益評価として社会的な価値に着目すること

が重要であると考え、経済厚生の変化を定量化できる SCGEモデルを適用し、

社会的なコストやインパクトをもとに時間価値原単位を算出する方法を検討し

ている。 

 

② 貨物輸送の時間短縮に対する私的価値と社会的価値は、経済学的には市場を通

じて一致するとされている。しかし、外部性がない場合や社会全体で完全に情

報が共有されているといった完全競争市場でなければ両者は一致せず、実際に

は個人の支払意思額と社会的な支払意思額の差分を輸送マージンとして運送事

業者が享受していると考えている。 

 

③ 小池（2021）では完全競争を仮定した最も標準的なSCGEモデルを用いているた

め、この手法で計測される貨物輸送の時間価値は現行マニュアルにおける3要素

の時間価値を近似的に算出していると位置付けられる。ただ、3要素に関する資
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源節約の価値の他、節約された3要素を多用途に効率的に利用することによる効

果や、走行経費の削減、所要時間短縮による貨物の誘発需要も考慮したより包

括的なものであると考えられる。 

 

④ 完全競争市場を仮定したSCGEモデルでは道路整備による企業などの立地の変化

や生産性向上、死荷重の解消といった効果は捨象されている※ため、これらの効

果を考慮した貨物輸送の時間価値は小池（2021）で計測されたものよりも大き

くなることが考えられる。 

※：企業の生産性の因果関係を統計的に計測（統計的因果推論など）し、その関係を生

産関数に反映する方法、死荷重が発生する状態を考慮した不完全競争型モデル（独占的

競争を考慮したモデル）などが考えられる。 

 

 

 

図 3-16 時間価値原単位の計測対象と手法の概念図 

出所）三菱総合研究所作成 

  

• 企業の生産性、立地の変化
• 地域ごとの産業構造や道路特性の異質性
• 死荷重解消による経済厚生の増加、等

SCGEモデル（小池（2021））

• 社会的なコストや波及的影響、経済状況の
変化を考慮

• 走行経費削減、貨物の誘発需要を考慮

ロジットモデル

• 個人の
支払意思額

貨物輸送の時間価値

貨物車の時間価値

要素費用法

• 車両の機会費用
• ドライバーの機会費用
• 貨物の機会費用
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(3) まとめ 

(1)では、小池（2021）をレビューし、SCGE モデルを適用して貨物輸送の地域間所

要時間短縮による便益を計測した結果から、貨物の機会費用を計測する手法を整理し

た。 

これを踏まえて、2-2 に記載したとおり、マクロな経済理論モデルを踏まえた貨物車

の時間価値を試算し、貨物 1 台当たり輸送貨物の価値額に全貨物車の平均値を適用し

たケースでは 59.95 円／分・台という値を試算した。マニュアルにおける平均的な貨

物車の時間価値が 54.63 円／（分・台）であることから、本業務で試算した結果は 5.3

円/（分・台）ほど大きい値となった。従来は捨象されていた貨物輸送の時間短縮によ

る社会的価値の一部が考慮されていると考えられる。 

なお、マクロな経済理論モデルに基づき算出された貨物輸送の時間価値は、モデル

構造や設定によって値が一意に定まらないこと、また走行経費削減や誘発需要による

影響も含まれている可能性があることに留意が必要と考えられる。 
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3-5今後の利用可能性があるデータ基盤の活用 

(1) SIP第2期「スマート物流サービス」の概要 

SIP（第2期）「スマート物流サービス」では、「物流・商流データ基盤の構築」を含む

研究開発が行われており、研究開発目標として、「作業生産性向上」、「トラック積載率

向上」、「在庫量削減」等が掲げられている（図 3-17）。 

この中で、研究開発項目（A）として、物流・商流データ基盤に関する技術が設定さ

れている（図 3-18）。 

➢ 物流・商流データ基盤に関して、基礎要素基礎技術の開発を富士通株式会社が担

当している。 

➢ プロトタイプモデルとして、「日用消費財」「ドラッグストア・コンビニ等」「地域

物流」「医薬品医療機器等」の4分野で先行して社会実装をしている。 

 

 

図 3-17 SIP第2期「スマート物流サービス」の研究開発概要 

出所）国土交通省ご提供資料 
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図 3-18  SIP第2期「スマート物流サービス」の研究開発項目 

出所）国土交通省ご提供資料 
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(2) SIP物流・商流データ基盤の信頼性向上のための取り組み 

「SIPスマート物流サービス」では、サプライチェーンの川上から川下まで統合した

「物流・商流データ基盤」を構築し、広い範囲のデータ連携や情報共有化などによる物

流の効率化・生産性向上を実現するサービス（共同運送、共同保管、検品レス、バース

予約等）の提供を目指している。そのために、「物流標準ガイドライン」を策定し、物

流・商流データ基盤内で取り扱うデータの標準形式を規定している。 

データ基盤に蓄積されたデータの情報の信頼性を高めるため、非改ざん性担保などの

仕組み作りを検討している（図 3-19）。 

 

 

図 3-19 物流・商流データ基盤開発における要素技術開発概要 

出所）国土交通省ご提供資料 
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(3) Sandbox基盤における実証実験の概要 

Sandbox等の基盤を利活用する実証に関心を有する実証実験者の募集は、2022年3月ま

でに登録、審査の予定である。その後、データを蓄積する機能などの検討に取り組むも

のと考えられる（図 3-20、図 3-21）。 

 
図 3-20 実証プログラムの実施フロー（概要） 

出所）「ＳＩＰスマート物流サービス ビッグデータ（BD）利活用実証プログラム（概要）」

（2021.11.19 版、SIP スマート物流サービス管理法人（国研 海上・港湾・航空技術研究所）） 

https://www.pari.go.jp/sip/htdocs/doc/202111proposal/gaiyou2111.pdf 
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図 3-21 実証実験の環境（概要） 

出所）「ＳＩＰスマート物流サービス ビッグデータ（BD）利活用実証プログラム（概要）」

（2021.11.19 版、SIP スマート物流サービス管理法人（国研 海上・港湾・航空技術研究所）） 

https://www.pari.go.jp/sip/htdocs/doc/202111proposal/gaiyou2111.pdf 
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(4) SIP物流・商流データ基盤のデータ利活用の可能性 

現時点では、2021年夏までに実施された日用消費財の物流業務最適化に関する実証実

験のデータはあるが、それ以外のデータは蓄積されていない（図 3-22）。 

2022年度末までの実証実験が進めば、SIPデータ基盤にデータが蓄積されるため、行

政の利用可能性を判断できる可能性がある（図 3-23）。 

 

 

図 3-22 「リテール・日用消費財」のプロトタイプ基盤の高度化の取組 

出所）国土交通省ご提供資料 
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図 3-23 研究開発のプロセス 

出所）国土交通省ご提供資料 
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（参考）欧州の物流データ基盤 

物流データ基盤に関して、海外では、EUのGAIA-X（ガイアエックス）がある。 

SIP スマート物流サービスでは国際連携の一環として、ドイツ政府主導の“GAIA-X” 

＝欧州統合データ基盤プロジェクトと、将来的なデータ基盤の相互利用を目指して、連

携を行っている（図 3-24、図 3-25）。 

✓ 欧州委員会（EC）との連携 

⚫ ベルギーブリュッセルで開催されたECとの会合でSIPスマート物流サービスの

最新計画を発表している。 

⚫ 運輸局のSECのメンバーと意見交換を行い、ECとの間でデジタル化を実現する

ための標準化・電子化等の国際連携を行うことに合意している。 

⚫ 定期的にお互いの課題やアイディアについて情報交換を実施するとともに、共

同カンファレンス等を検討している。 

✓ 欧州（ALICE※)との連携（※ALICEは欧州の物流分野を担当する産学の協議体

（ALICE=Alliance for Logistics Innovation through Collaboration in Europe） 

⚫ ベルギーブリュッセルで開催されたALICEの総会でSIPスマート物流サービスの

最新の計画を発表している。 

⚫ 定期的な意見交換に基づいたツインプロジェクトを検討することに合意してい

る。 

 

図 3-24 欧州統合データ基盤「GAIA-X」との連携 

出所）国土交通省ご提供資料 
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図 3-25 「GAIA-X」とのアーキテクチャ要素比較 

出所）国土交通省ご提供資料 
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(5) 物流・商流データ基盤を活用した時間価値推定方法の試案 

SIPスマート物流の物流・商流データ基盤内で取り扱うデータ標準形式が規定され、

物流標準ガイドラインとして公表（2022年1月12日に更新）されている。 

この中で、運送計画や集荷、入出庫、配達といった物流プロセスの流れやルールを定

義する“物流標準メッセージレイアウト”において、運送能力情報、運送計画情報、運

送依頼情報、集荷情報など様々な情報が記載されている。 

表 3-14では、経路選択モデル（図 3-26）または交通機関選択モデルに必要な所要時

間、運賃等輸送経費および輸送ルートに関する情報の一部を掲載した。 

 
表 3-14 経路選択モデル等の推定に適用可能と推測されるデータ 

 

出所）「SIP スマート物流サービス 物流標準ガイドライン -ver.1.02-」（2021 年 1 月） 

https://www.pari.go.jp/sip/htdocs/doc/standard/standard%20message%20layout%20v1.02.pdf 

  

項番 項目名 項目定義

15 運送手段コード
当該運送に使用する輸送機関（ﾄﾗｯｸ、鉄道、海運、航

空等）を表すコード

19 運送ルートコード 運送の経路を表すコード

27 出荷日 出荷（出庫）した日付

28 集荷時刻 集荷が行われた時刻（実績） 

37 到着時刻 荷受人のもとに到着した時刻

38 運送完了日 運送が完了した日時

39 運送完了時刻 運送が完了自他時刻

20 運賃・倉庫料金合計

21 合計金額 運賃料金、保管料、消費税等の総合計額

22 消費税額
消費税法及び地方消費税法で定められた基準により算

定した消費税額

23 運賃総合計（課税） 当該運送に関わる運賃、料金の課税対象額の総合計

24 運賃総合計（非課税） 当該運送に関わる運賃、料金の非課税対象額の総合計 

25 消費税種別コード 消費税込みか、消費税抜きか、非課税かを表すコード

101 運賃料金明細（宅配）

102 宅配運賃 宅配における運賃

103 宅配クール手数料 宅配におけるクールサービスを利用した場合の手数料

104 宅配時間サービス手数料 宅配における時間サービスを利用した場合の手数料 

105 宅配空港サービス手数料 宅配における空港サービスを利用した場合の手数料

106 宅配複数口減額 宅配における複数口の場合の減額

運

送

完

了

報

告

情

報

運

賃

請

求

情

報

（

明

細

型

）

所要時間

利用経路・
交通機関

運賃等
輸送コスト
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図 3-26 経路選択モデルによる貨物車の時間価値推定フロー 

出所）三菱総合研究所作成 
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(6) 時間価値原単位の推計への適用可能性に関する考察 

「SIPスマート物流サービス」では、「物流標準ガイドライン」を策定し、物流・商流

データの標準形式で蓄積することとなっており、物流については、位置情報が蓄積され、

道路情報等のオープンデータとの紐づけされることとなっている。 

Sandbox等の基盤を利活用する実証に関心を有する実証実験者の募集は2022年3月ま

でで、その後、データを蓄積する機能などの検討に取り組むものと考えられる。2022年

度末までの実証実験が進めば、SIPデータ基盤にデータが蓄積されるため、行政の利用

可能性がわかるかもしれない。2023年度以降のAIによる蓄積ビッグデータの活用も検討

されており、行政としてデータを活用した分析を行う、あるいは、ビッグデータ活用の

研究開発と連携して分析を行うことが可能かどうか、2022年度末頃に判断が可能になる

と考えられる。 
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第4章 自動運転等の普及を考慮した時間価値原単位の検討 

本章では、自動運転が普及した場合の時間価値算定に影響する要素を整理した。また、

整理した影響要素を踏まえ、乗車人数などの時間価値を推計する際に必要となる具体的

な数値設定方法や人々の行動や意識に関するデータから支払い意思額を計測する方法

など、将来の時間価値の推計方法を検討した。 

 

4-1自動運転車普及時の時間価値の推計における前提条件の整理 

昨年度は、自動運転普及時の時間価値の推計における前提条件の整理を行った。自動

運転車（レベル５）の普及により、運転の必要がなくなることで、時間価値に関連して

主に次の２種類の変化が想定された。 

 

（１） ドライバーが不要となる。 

（２） 車内で運転以外の活動を行うことができる。 

 

また、時間価値の推計に必要な数値（乗車人数など）の具体的な設定方法、選好接近法

による時間価値の推計方法について、具体的な検討を行った。自動運転車普及時（レベ

ル５を想定）の時間価値に影響を与える可能性のある要素について、 

表 4-1にまとめた。 
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表 4-1 自動運転車普及時（レベル５を想定）の時間価値に影響を与える可能性のある要素 

現状から
の変化 

レビューした
海外論文にお
ける調査の 

前提条件 

時間価値の推計に影響を与える 

前提条件 

（時間価値算定に影響する要素） 

前提条件に関連する 

将来の社会変化 

（1） 

ド ラ イ
バーが 

不要とな
る 

運転免許が不
要 

 一般的に時間価値が低いと考え
られる高齢者や子供のみによる
移動が増加する。（年齢構成の変
化） 

 送迎をする人が不要になる。（乗
車人員の減少） 

 高齢化が一段と進み、高齢者
のみの世帯も増加する。（移動
に占める高齢者の割合が高く
なる可能性）。 

自動運転の配
車サービスを
利用 

 バス・タクシーや宅配サービス
の無人化により、ドライバーが
不要になる。（乗車人員の減少） 

 カーシェアリングが普及し、車
両が効率的に利用されるように
なる。（車両の機会費用の増加） 

 車の高付加価値化。（車両の機会
費用の増加） 

 無人宅配ロボット、無人タク
シーが登場する。 

 シェアリングエコノミーが進
展する。 

 フィジカルからデジタルへの
移行により、より重要な目的
に対してのみ移動を行うよう
になる。 

（2） 

車内で運
転以外の
活動 

を行うこ
とが 

できる 

 

（車内の
空間デザ
インにも
よる） 

運転に注意す
る必要がなく、
好きな活動が
可能 

 乗車に関する一般化費用が低減
する。 

 車内活動時間が車外活動時間の
限界効用よりも高ければ、車内
にいる時間が長いほど効用水準
が向上するため、人びとが移動
時間を増加させることは理論上
ありうる※。     （選好接
近法の適用の必要性） 

 生産年齢人口の減少に伴う一
人当たり生産性向上の必要性
が高まる。 

 DXにより、テレワーク等でど
こにいても業務ができる環境
が整備される。 

運転を自身で
行うかシステ
ムに任せるか
選択可能 

 運転すること自体を選好する層
が存在し、運転すること自体が
満足で手動運転される自動車
と、完全自動運転の自動車に、大
きく分かれる可能性がある。 

（選好接近法の適用の必要性） 

 シェアリングエコノミーが進
展する。 

 完全自動運転が実現された後
においても手動による運転が
残る（または手動による運転
はなくなる）。 

出所）加藤 浩徳(2020) .我が国における自動運転車利用時の時間価値に関する基礎研究,日本交通政策研究

会 
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4-2現行の算出手法を踏まえた検討 

(1) 自動運転普及による限界 

今後、自動運転の普及により、移動時間に生産活動が行うことができるようになると、

移動時間の短縮が費用の低減につながるという現行の前提にそぐわなくなる（ただし、

鉄道や航空では、現状でも乗車時間に生産活動を行えるが、所得接近法の時間価値も適

用可能となっている）。 

また、時間価値を構成する個別の項目や考え方自体についても、現在の考え方では限

界がある（表 4-2）。 

例えば、自動運転の普及により、Uberのようなサービスがでてくると、自動車が自家

用と営業用の両方の用途で使用されることになるため、乗用車の区分（自家用乗用車と

営業用乗用車）に再考の余地がある。さらに、営業用車両などではドライバーが不要と

なることで、乗車人員数をどのように設定するかの仮定が必要となる。 
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表 4-2 自動運転普及による限界 

 
影響 

対象 
限界 

「時間価値原単位および走行経費原単
位の算出方法」の該当箇所 

事
業
評
価
手
法
の
概
念
へ
の
影
響 

非 業 務
及 び 業
務 目 的
の ド ラ
イ バ ー
及 び 同
乗 者 の
機 会 費
用 

 自動運転により乗車人員が移動
時間に生産活動を行えるように
なるため、利用者便益のうち「旅
行（走行）時間の短縮」が費用の
低減になるという考え方にそぐ
わなくなる。 

○人（ドライバー、同乗者（乗客）、自
動車運送事業者の従業員 

 自家用乗用車等のドライバーや同乗
者、バス等の乗客は、業務目的であれ
ば短縮時間を新たな別の生産活動（労
働）に、非業務目的であれば短縮時間
を余暇に充てることができる。 

 また、自動車運送事業者（タクシー事
業者、バス事業者及びトラック運送事
業者）は、時間短縮によりドライバー
等の従業員の人件費を節約し、同じ輸
送サービスをより低コストで提供す
ることができ、あるいは、短縮時間を
更なる営業活動に充てることができ
る。 

時
間
価
値
算
出
手
法
へ
の
影
響 

自 家 用
車 両 の
ド ラ イ
バ ー 及
び 同 乗
者 の 機
会費用 

 MaaSが進展し、Uberのような
サービスが普及する場合、自動
車が自家用と営業用の両方の用
途で使用されることになるた
め、乗用車の区分（自家用乗用
車と営業用乗用車）が適さなく
なる。 

［仮定１］乗用車の保有形態は自家用
と営業用に分類され、営業用乗用車は
すべてタクシーとした。 

［仮定２］自家用乗用車は、業務及び非
業務の両方の目的のトリップのために
利用され、ドライバーと同乗者のト
リップ目的は同じである。 

［仮定３］営業用乗用車（タクシー）の
ドライバーは業務目的のトリップのみ
を行う。営業用乗用車（タクシー）の同
乗者（乗客）は、業務及び非業務の両方
の目的のトリップを行う。 

営 業 用
車 両 の
ド ラ イ
バ ー 及
び 同 乗
者 の 機
会費用 

 営業用車両でドライバーが不要
となり従業員の機会費用が0と
なる。乗車人員数の仮定が必要。 

 車両遠隔操作では、オペレータ
の機会費用を考慮する必要があ
る。オペレータ数の仮定が必要。 

平均乗客数 

 営業用乗用車の平均乗客数（空車の時
間も含む）については、既存資料より
得られる営業用乗用車の輸送人キロ
及び走行キロより算出した。 

車 両 の
機 会 費
用 

 自動車の高付加価値化により車
両本体価格が上がるため、車両
の機会費用は増大する。 

 カーシェアリングが普及し、車
両が効率的に利用されるため、
年平均走行距離は増大する。 

※将来的には、使用する統計
データを更新することにより、
機会費用の値に反映される 

時間に依存する車両償却費の総額及び
距離に依存する車両償却費の総額  

出所）加藤浩徳(2020)我が国における自動運転車利用時の時間価値に関する基礎研究,日本交通政策研究会.  
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(2) 時間価値原単位の構成項目 

時間価値原単位とは、自動車１台の走行時間が１分短縮された場合のその時間の価値

を貨幣換算したものである。（単位：円/台･分） 

時間価値原単位を構成する項目と自動運転による影響の可能性については、図 4-1に

示す。自動運転により、移動時間に活動を行えるようになるため、機会費用の低減とい

う考え方にそぐわなくなる。また、年齢構成が変化し（高齢者や子供のみの移動の増加）、

乗車人員が減少し（ドライバーが不要）（※レベル5の場合）、車両価格が上昇し、償却

費が増加する。他方、シェアリングが普及すれば、車両が効率的に利用されるようにな

る。（※レベル4以下を含む） 

 

 

 
図 4-1 時間価値原単位を構成する項目と自動運転による影響の可能性 

出所）三菱総合研究所作成 

  

時間価値原単位

車両の機会費用

貨物の機会費用

人の機会費用
短縮時間を更なる労働や余暇に充てる

ことができることによる（金銭的）価値

短縮時間に車両をレンタルに出したり、

追加的な生産活動を行うなどで遊休車

両を活用することによる（金銭的）価値

走行時間の減少分だけ貨物の保有時
間が減少し、早く取引（現金化等）を行う
ことができることによる（金銭的）価値

≪時間価値原単位を構成する項目≫

移動時間に活動を行えるようにな
るため、機会費用の低減という考
え方にそぐわなくなる。
年齢構成が変化し（高齢者や子供
のみの異動の増加）、乗車人員が
減少する（ドライバーが不要） 。
※レベル5の場合。

自動運転による影響の可能性

車両価格が上昇し、償却費が増
加する（他方、シェアリングが普及
すれば、車両が効率的に利用され
るようになる）。
※レベル4以下を含む
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(3) 適用データへの自動運転の影響 

1) 乗用車 

乗用車の時間価値算出に使用されるデータへの自動運転の影響の可能性について、図 

4-2に示す。また、使用している統計データと自動運転による変化について表 4-3に示す。 

自動運転による影響の可能性については、例えば役員運転手など、自分自身の移動を

目的としないドライバーの乗車がなくなる（※レベル5の場合）、車両価格が上昇し、償

却費が増加する（他方、シェアリングが普及すれば、車両が効率的に利用されるように

なる）（※レベル4以下を含む）、例えば家族の送迎など、自分自身の移動を目的としな

いドライバーの乗車がなくなる（※レベル5の場合）、タクシーのドライバーは不要にな

る。ただし、車両遠隔操作の場合は、オペレータの機会費用を考慮する必要がある（※

レベル5の場合、遠隔操作はレベル4以上）。 

 

 
図 4-2 乗用車の時間価値算出に使用されるデータへの自動運転の影響 

出所）三菱総合研究所作成 

  



65 

 

 

 

表 4-3 適用データへの自動運転の影響（乗用車） 

分 

類 
要素 

計算に用いて
いる項目 

自動運転による変化 

業務目的 

・自家用乗
用車 

ドライ
バーの
時間価
値 ( 円 /

分・台) 

労働者平均月
額給与総額+福
利厚生費等（円
/人･月） 

自分自身の移動を目的としないドライバー（例：役
員運転手）の乗車が不要になる。 

（移動中の運転から解放されて他の活動が可能に
なるが、現行の算出方法では、所得接近法に基づい
て運転中かどうかを区別しないため、この変化を
捉えることは困難。） 

労働者平均月
間実労働時間
（分/月） 

同乗者
の時間
価値(円
/分・台) 

ドライバーの
時間価値 ( 円 /

分・人)   

－ 

（自動運転車は車内空間のコンセプトが大きく変
化し、車内での活動の幅が広がることも考えられ
るが、上記と同様に所得接近法では捉えることが
困難。） 

平均乗車人員
(人) 

－ 

（同乗者数の人数としては変化なし。） 

車両の
時間価
値 ( 円 /

分・台) 

時間に依存す
る車両償却費
の総額(円/台) 

車両の高度化により車両価格が上昇すると、車両
償却費が増加する。 

車両の償却期
間における総
勤務時間(分) 

（シェアリング普及等により車両が効率的に利用
されるようになると、当該車両の年間稼働時間が
増加して車両償却費は減少する方向に働くが、現
行の算出方法では、年間稼働時間として毎月勤労
統計調査等の総勤務時間を援用しており、この変
化を捉えることは困難。） 

非業務目的・
自家用乗用
車 

ドライ
バーの
時間価
値 ( 円 /

分・台) 

労働者平均月
額給与総額(円/

人･月) 

自分自身の移動を目的としないドライバー（例：家
族の送迎）の乗車が不要になる。（移動中の運転か
ら解放されて他の活動が可能になるが、現行の算
出方法では、所得接近法に基づいて運転中かどう
かを区別しないため、この変化を捉えることは困
難。） 

労働者平均月
間実労働時間
(分/月) 

同乗者
の時間
価値(円
/分・台) 

ドライバーの
時間価値 ( 円 /

分・人)   

－ 

（自動運転車は車内空間のコンセプトが大きく変
化し、車内での活動の幅が広がることも考えられ
るが、上記と同様に所得接近法では捉えることが
困難。） 

総人口に占め
る15歳以上人
口の割合 

平均乗車人員
(人) 

－ 

（同乗者数の人数としては変化なし。） 

車両の
時間価
値 ( 円 /

分・台) 

時間に依存す
る車両償却費
の総額(円/台) 

車両の高度化により車両価格が上昇すると、車両
償却費が増加する。 

車両の償却期
間における総
勤務時間(分) 

（シェアリング普及等により車両が効率的に利用
されるようになると、当該車両の年間稼働時間が
増加して車両償却費は減少する方向に働くが、現
行の算出方法では、年間稼働時間として毎月勤労
統計調査等の総勤務時間を援用しており、この変
化を捉えることは困難。） 
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分 

類 
要素 

計算に用いて
いる項目 

自動運転による変化 

業務目的 

・営業用乗
用車 

ドライ
バーの
時間価
値 ( 円 /

分・台) 

平均運転キロ
(km/人･月) 

タクシーのドライバーは不要になる。 

ただし、車両遠隔操作の場合は、オペレータの機会
費用を考慮する必要がある。 

走行キロ当た
りの人件費(円
/km) 

平均実労働時
間(時間/人･月) 

同乗者
の時間
価値(円
/分・台) 

ドライバーの
時間価値 ( 円 /

分・人)  

  

－ 

（自動運転車は車内空間のコンセプトが大きく変
化し、車内での活動の幅が広がることも考えられ
るが、所得接近法では捉えることが困難。） 

平均乗車人員
(人) 

－ 

（同乗者数の人数としては変化なし。） 

車両の
時間価
値 ( 円 /

分・台) 

時間に依存す
る車両償却費
の総額(円/台) 

車両の高度化により車両価格が上昇すると、車両
償却費が増加する。 

車両の償却期
間における総
勤務時間(分) 

－ 

非業務目的・
営業用乗用
車 

ドライ
バーの
時間価
値 ( 円 /

分・台) 

平均運転キロ
(km/人･月) 

タクシーのドライバーは不要になる。 

ただし、車両遠隔操作の場合は、オペレータの機会
費用を考慮する必要がある。 

走行キロ当た
りの人件費(円
/km) 

平均実労働時
間(時間/人･月) 

同乗者
の時間
価値(円
/分・台) 

ドライバーの
時間価値 ( 円 /

分・人)   

－ 

（自動運転車は車内空間のコンセプトが大きく変
化し、車内での活動の幅が広がることも考えられ
るが、所得接近法では捉えることが困難。） 総人口に占め

る15歳以上人
口の割合 

平均乗車人員
(人) 

－ 

（同乗者数の人数としては変化なし。） 

車両の
時間価
値 ( 円 /

分・台) 

時間に依存す
る車両償却費
の総額(円/台) 

車両の高度化により車両価格が上昇すると、車両
償却費が増加する。 

車両の償却期
間における総
勤務時間(分) 

－ 

備考）上表は、 時間価値原単位に着目しており、例えば自動運転に伴うトリップの増加（例：自身での

運転が困難な人のみでも自動車での移動が可能になる）は含めていない。以下同様。 
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2) 貨物車 

貨物車の時間価値算出に使用されるデータへの自動運転の影響の可能性について、

図 4-3 に示す。また、使用している統計データと自動運転による変化について表 4-4

に示す。 

自動運転による影響の可能性については、トラックのドライバーで、運転のみを目的

としたものは不要になる。ただし、車両遠隔操作の場合は、オペレータの機会費用を考

慮する必要がある（※レベル5の場合、遠隔操作はレベル4以上）。 

隊列走行の場合、ドライバー1人あたりの車両台数・貨物量が増加し、波及的に、ド

ライバーの賃金が向上する可能性もある（※隊列走行はレベル4以上）。 

 

 
図 4-3 貨物車の時間価値算出に使用されるデータへの自動運転の影響 

出所）三菱総合研究所作成 
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表 4-4 適用データへの自動運転の影響（貨物車） 

分類 要素 
計算に用いてい

る項目 
自動運転による変化 

営業用貨
物車 

ド ラ イ
バ ー の
時 間 価
値 ( 円 /

分・台) 

平 均 運 転 キ ロ
(km/人･月) 

貨物車のドライバーは不要になる。 

ただし、車両遠隔操作の場合は、オペレータの機会費
用を考慮する必要がある。 

※貨物車から運転席がなくなれば、乗車人員は確実
に０になる。運転席が残る場合は、自身が移動する目
的を有する人（例：貨物の積み下ろし・受け渡しのた
め）が乗車する可能性もある。 

※なお、レベル4などで隊列走行が実現した際には、
トラックのドライバーは先頭車両のみになる。 

走行キロ当たり
の人件費(円/km) 

平均実労働時間
(時間/人･月) 

平均乗車人員(人) 

車 両 の
時 間 価
値 ( 円 /

分・台) 

時間に依存する
車両償却費の総
額(円/台) 

車両の高度化により車両価格が上昇すると、車両償
却費が増加する。 

車両の償却期間
における総勤務
時間(分) 

－ 

貨 物 の
時 間 価
値 

(円/分・
台) 

輸送貨物の価値
額(円/年)  

－ 

貨物流動量(トン/

年) 

－ 

平均積載量(トン/

台) 

－ 

業務目的 

自家用貨
物車 

ド ラ イ
バ ー の
時 間 価
値 ( 円 /

分・台) 

労働者平均月額
給与総額+福利厚
生費等(円/人･月) 

貨物車のドライバーは不要になる。 

ただし、車両遠隔操作の場合は、オペレータの機会費
用を考慮する必要がある。 

※貨物車から運転席がなくなれば、乗車人員は確実
に０になる。運転席が残る場合は、自身が移動する目
的を有する人（例：貨物の積み下ろし・受け渡しのた
め）が乗車する可能性もある。 

※なお、レベル4などで隊列走行が実現した際には、
トラックのドライバーは先頭車両のみになる。 

労働者平均月間
実労働時間 (分 /

月) 

同 乗 者
の 時 間
価値(円/

分・台) 

ドライバーの時
間価値(円/分・人)  

労働者平均月額
給与総額+福利厚
生費等(円/人･月) 

労働者平均月間
実労働時間 (分 /

月) 

平均乗車人員(人) 

車 両 の
時 間 価
値 ( 円 /

分・台) 

時間に依存する
車両償却費の総
額(円/台) 

車両の高度化により車両価格が上昇すると、車両償
却費が増加する。 

車両の償却期間
における総勤務
時間(分) 

－ 
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分類 要素 
計算に用いてい

る項目 
自動運転による変化 

貨 物 の
時 間 価
値 

(円/分・
台) 

輸送貨物の価値
額(円/年)  

－ 

貨物流動量(トン/

年) 

－ 

平均積載量(トン/

台) 

－ 

非業務目
的 

自家用貨
物車 

ド ラ イ
バ ー の
時 間 価
値 ( 円 /

分・台) 

労働者平均月額
給与総額(円 /人･
月) 

貨物車のドライバーは不要になる。 

ただし、車両遠隔操作の場合は、オペレータの機会費
用を考慮する必要がある。 

※貨物車から運転席がなくなれば、乗車人員は確実
に０になる。運転席が残る場合は、自身が移動する目
的を有する人（例：貨物の積み下ろし・受け渡しのた
め）が乗車する可能性もある。 

※なお、レベル4などで隊列走行が実現した際には、
トラックのドライバーは先頭車両のみになる。 

労働者平均月間
実労働時間 (分 /

月) 

同 乗 者
の 時 間
価値(円/

分・台) 

ドライバーの時
間価値(円/分・人)  

労働者平均月額
給与総額 

労働者平均月間
実労働時間 (分 /

月) 

総人口に占める
15歳以上人口の
割合 

平均乗車人員(人) 

貨 物 の
時 間 価
値 

(円/分・
台) 

輸送貨物の価値
額(円/年)  

－ 

貨物流動量(トン/

年) 

－ 

平均積載量(トン/

台) 

－ 

備考）上表は、時間価値原単位に着目しており、例えば貨物車の自動運転化に伴い、休憩時間が不要にな

り輸送が速達化され、それによって自動車輸送のシェアが拡大する等の変化は含めていない。以下

同様。 
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4-3新たな時間価値原単位の算出方法に関する検討 

(1) 自動運転レベルごとの影響 

自動運転の普及に伴い、これまでの時間価値原単位を算出する際の考え方が大きく変

化することは前節までに整理した。ここでは、自動運転のレベルごとの影響について検

討し、整理した（表 4-5）。 

レベル０からレベル２については、運転者は基本的に運転行為や物・事象の検知及び

応答、システムの監督を行う必要があるため、車内の自由度は制限される。これが、レ

ベル３以上になると、運転者の車内における活動の幅が広がるため、他の業務や余暇と

しての活動が可能になり、時間価値が低減する。全ての領域で他の業務や余暇としての

活動が可能なのはレベル５で、運転者自体が不要となる。 
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表 4-5 自動運転レベルごとの影響 

Lv. 定義 
ドライバーの活動に

関係する規則 
運転者の車内で

の活動 
所得接近法への 

影響 

0 ドライバーが全ての
動的運転タスクを実
行。（予防安全システ
ムが支援している場
合も含む） 

道路交通法第７０条
「安全運転の義務」、
道路交通法第７１条
第５号の５「自動車
（中略）を運転する場
合においては、当該自
動車等が停止してい
るときを除き、携帯電
話用装置（中略）のた
めに使用し、又は（中
略）画像表示用装置
（中略）に表示された
画像を注視しないこ
と。」より、停止時以外
は運転以外の活動は
不可 

運転に従事 なし 

1 システムが動的運転
タスクの縦又は横方
向の車両運動制御を
限定領域において持
続的に実行。  
ドライバーは残りの
動的運転を行う。 

2 システムが動的運転
タスクの縦及び横方
向両方の車両運動制
御を限定領域におい
て持続的に実行。  
ドライバーは物・事象
の検知及び応答、シス
テムの監督を行う。 

隊列走行（レベル
2以上）導入に際
して、ドライバー
1人あたりの輸送
量は増加し、ドラ
イバーの賃金が
増加する可能性
がある。 

3 システムが全ての動
的運転を限定領域に
おいて持続的に実行。 
利用者は、作動継続が
困難な場合、システム
故障およびシステム
による介入の要求に
応答する。 

改正道路交通法にて、
条件外となった場合
に直ちに適切に対処
できる状態でいるな
どの場合に限り、携帯
電話使用等禁止規定
の適用を除外（令和２
年４月に施行） 

限定領域におい
て、条件外と
なった場合に対
処できる範囲で
運転以外の活動
が可能 
 携帯電話の使
用 

 同乗者との会
話 

 軽食を取る 

限定領域におい
ては、車内といっ
た空間制約など
の範囲で、他の業
務や余暇として
活動が可能。ただ
し、運転に戻れな
い よ う な 活 動
（例：飲酒）は不
可。 

4 限定領域において、シ
ステムが全ての動的
運転及び作動継続が
困難な場合への応答
を持続的に実行。利用
者は介入しない。 

限定地域での遠隔監
視のみの無人自動運
転サービスを念頭に
置いた規則を、警察庁
「自動運転の実現に
向けた調査検討委員
会」等で検討中 

限定領域におい
ては、運転以外
の活動が可能 
 仕事や勉強、
睡眠 

 音楽、ゲーム、
テレビの視聴 

5 システムが全ての動
的運転及び作動継続
が困難な場合への応
答を持続的かつ無制
限に実行。利用者は介
入しない。 

検討は進んでいない 全ての領域にお
いて運転以外の
活動が可能 

業務目的割合の
低い高齢者や子
供などの乗車が
増え、時間価値が
低減する、あるい
はドライバー自
体が不要となる 
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(2) 選好接近法の導入可能性・課題 

自動運転普及時における時間価値原単位の算定手法は、従来通り所得接近法（現行）

と選好接近法の2種類が挙げられるが、所得接近法については、(1) のとおり自動運転に

より移動時間の短縮が機会費用の低減になるという前提の考え方にそぐわなくなる。 

所得接近法による算出が現実的でない場合、選好接近法の導入が考えられるが、下記

の課題がある。 

⚫ 自動運転普及時のデータが存在しないため、現時点ではRPデータの活用ができ

ない。 

⚫ SPデータによる時間価値の算出結果は、アンケートのシナリオ・モデル等に大

きく依存するため、結果の安定性に課題がある。 

（仮想的市場評価法（CVM）にも同様の課題があり、CVMについては国土交通

省として指針を策定済） 

時間価値原単位の算定手法として、所得接近法（現行）と選好接近法の導入可能性に

ついて、過年度の時間価値原単位に関する選好接近法の試行業務も参考に整理した（表 

4-6）。 

表 4-6 時間価値原単位の算定手法の概要と導入可能性 

手法 概要 
人の機会費用
の算出方法 

導入の実現可能性 

所得接近法
（現行） 

 人（非業務及び業務目
的）の機会費用を給与等
から算出 

 車両の機会費用を車両
償却費として算出 

 貨物の機会費用を輸送
貨物の総価値額に利子
率を乗じて算出 

現金給与総額
を労働時間で
除した金額 

 (1) のとおり、移動時間に生産活動を
行えるようになるため、移動時間の
短縮が費用の低減になるという前提
の考え方にそぐわなくなる。 

選好接近法  人（非業務及び業務目
的）の機会費用を選好接
近法で算出 

 車両の機会費用を車両
償却費として算出 

 貨物の機会費用を輸送
貨物の総価値額に利子
率を乗じて算出 

RPデータ（実
際の選択行動
の実績データ）
から選択モデ
ルを構築 

 自動運転が十分に普及した後に導入
を検討することが考えられるが、自
動運転普及時のデータは存在しない
ため、現時点での導入は不可能。 

SPデータ（ア
ンケートで選
択選好を調査
したデータ）か
ら選択モデル
を構築 

 研究分野で事例あり（加藤（2020）等） 

 シナリオ等に依存して時間価値の絶
対値が変動する可能性がある。 

 自動運転時における人の時間価値の
絶対額を直接算出する方法と、現行
の自動車の時間価値と比較した自動
運転時における人の時間価値の比率
を求める方法がある。 
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(3) SPデータを適用した選好接近法の設計の考え方 

1) 概要 

SP データを適用した選好接近法により時間価値を算定する場合について、自家用/営業

用車両別にアンケート調査（CVM、一対比較方式等）を設計、実施する場合、自動運

転普及時に考慮すべき変化、適用対象について整理した（ 

表 4-7）。 

自家用車両については、送迎が不要になることによりドライバー分の乗車人数・機会

費用が減少するほか、運転免許非保有者の乗車が増加する可能性がある。 

また、営業用車両については、輸送を目的とする（＝本人の移動自体を目的としない）

従業員がいなくなることで、選好接近法による調査の対象外となるが、代わりに遠隔監

視者が必要になる可能性がある。 
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表 4-7 選好接近法による時間価値算定のためのアンケート設計の際に 

考慮すべき変化と適用対象（車種別） 

車種 計測項目 
自動運転化により 

考慮すべき変化 

選好接近
法対象 

乗
用
車 

自家用乗用車 ①業務目的のドライバー
及び同乗者の機会費用 

②非業務目的のドライ
バー及び同乗者の機会費
用 

③車両の機会費用 

①・②ドライバー分の乗車人数（送
迎が不要）・機会費用が減
少、 

運転免許非保有者の乗車が
増える※1 

③（SP調査の対象外） 

要調査 

営業用乗用車 

（タクシー） 

①タクシー事業者の従業
員の機会費用 

②同乗者（乗客）の機会費
用 

③車両の機会費用 

①自動運転により、従業員がいな
くなる 

（代わりに、シナリオによって
は遠隔監視者がつく可能性あ
り※2） 

②変更なし（現行時間価値の金額
絶対値または比率を適用） 

③（SP調査の対象外） 

対象外 

バ
ス 

営業用バス 

（乗合バス、 

貸切バス） 

①バス事業者の従業員の
機会費用 

②同乗者（乗客）の機会費
用 

①自動運転により、従業員がいな
くなる 

（代わりに、シナリオによって
は遠隔監視者がつく可能性あ
り※2） 

②現行の時間価値から変更なし 

対象外 

自家用バス ①業務目的、非業務目的の
ドライバーの機会費用 

②同乗者（乗客）の機会費
用 

①ドライバー分の乗車人数・機会
費用が減少する、 

運転免許非保有者の乗車が増
える 

②変更なし（現行時間価値の金額
絶対値または比率を適用） 

要調査 

貨
物
車 

営業用貨物車 

（小型・普通別） 

①トラック事業者の従業
員の機会費用 

②車両の機会費用 

③貨物の機会費用 

①自動運転により、従業員がいな
くなる 

（代わりに、シナリオによって
は遠隔監視者がつく可能性あ
り※2） 

②（SP調査の対象外） 

③（SP調査の対象外） 

対象外 

自家用貨物車 

（小型・普通別） 

①業務目的のドライバー
及び同乗者の機会費用 

②非業務目的のドライ
バー及び同乗者の機会費
用 

③車両の機会費用 

④貨物の機会費用 

①・②ドライバー分の乗車人数・
機会費用が減少する 

運転免許非保有者の乗車が
増える 

③（SP調査の対象外） 

④（SP調査の対象外） 

要調査 

※1 現状では想定していない、運転免許非保有者のみのトリップが発生する。また、長期的には、免許保

有者と非保有者の区別がなくなることが想定される。 

※2 遠隔監視者にかかる人件費は、時間に比例するため、時間価値として計上することを想定  
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2) 加藤（2020）を踏まえた追加検討 

加藤（2020）では、人々の自動運転車利用行動意向から時間価値を計測しており、こ

れを参考例として参照する。その際、当該研究では以下（表 4-8）の前提がおかれてい

るため、時間価値算定に追加検討を行い、設計することが考えられる。 

 
表 4-8 加藤（2020）における前提と留意等が必要な観点 

加藤（2020）における前提 拡張又は留意が必要な観点 

家から一般道路を用いた移動を
対象 

（アンケートでは、時間：30-80

分、料金：1,500-3,500円を 

想定） 

 移動時間によって傾向が異なる可能性があるため、その
傾向を把握するためには、複数パターンの調査が有用 

→どのようなパターンが必要か検討 

例）近場で移動時間が短い場合、社内活動に限界がある
ため非自動運転車と自動運転車の時間価値の差が小さく
なる 

知人宅訪問又はレジャー目的 

（待ち合わせなど時間に関わる
制約がない） 

 新たに業務目的を計測する場合、従業員には費用負担可
否が回答できないと考えられるため、雇用主へのアン
ケート調査も必要 

→雇用主アンケートの設計が必要 

（従業員に対して、自動運転車の導入により労働時間の
削減分がどれくらいになるかアンケート調査する方法も
あり得る） 

 通勤など時間に係る制約があるパターンも調査が必要か
→通勤等想定の設問設計 

⇒通勤、業務移動など、移動目的を数パターンに分けそ
れぞれの構成比で加重平均することが考えられる。 

1人移動を想定  複数人利用もあり得るため、同乗人数の調査が必要 

→同乗人数を問う設問が必要 

自分自身による運転と比較（対
象者は運転免許証保有者 

のみ） 

 非自動運転車の同乗者の場合との比較も有用 

→非自動運転車同乗者想定の調査＋比較分析 

 運転免許非保有者のみの利用が新たに増えると考えられ
るため、運転免許非保有者に対する調査も必要 

→運転免許非保有者にも回答者を割り付け 

シェアリング又はレンタカーを
利用 

（利用時間、走行距離に応じて
変動する車両の利用料金を自身
で負担） 

 自家保有の場合の調査も必要 

→自家保有のシナリオも設計 

（自家保有の場合の電気代等は車両の機会費用に含まれ
る。アンケート調査のシナリオ上では、考慮しないこと
を明記する） 

車種は「普段使用している」もの  自家用乗用車、自家用バス、自家用貨物車（小型・普通）
等、車種別の調査が必要 

自動運転車両の車内イメージと
して、 

右図を提示 

 被験者への情報提供の仕方やシナリオによって、結果が
変動する可能性あり 

→事前調査により極端な結果が出ないように留意 

※ただし、測定対象は道路走行時間あたりの機会費用で
あり、「自動運転車両の導入により駐車場探索時間がなく
なる」といった変化は影響しない。 
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3) 検討例 

加藤（2020）のアンケート調査設計を参考として（表 4-9）、事業評価に用いることを

念頭に、表 4-10の４つの観点から調査概要を精査することが考えられる。 

 
表 4-9 加藤（2020）におけるアンケート調査の概要 

■参考：加藤（2020）におけるアンケート調査の概要 

 2020年2月27日～3月2日に、東京都市圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）を対象にイ
ンターネット会社の20歳以上のモニターを対象としたウェブアンケート調査を実施。 

 

データ 

 各都県の人口、一般自家用車の保有世帯比率が概ね母集団と合致するよう
にスクリーニングした上で、ランダムサンプリングを行い、429人の被験
者からデータを入手。その内、運転免許保有者の204人のデータを用いた。 

（※）自動運転車をシェアリングの完全無人自動運転車と仮定し、その定
義やイメージを被験者に提示。 

アンケート 

項目 

（1）個人属性(年齢、世帯年収、職業、家族構成、免許証保有) 

（2）自動運転車に関する意向（車内での行動、自動運転車の安全性に対す
る不安) 

（3）現在の交通行動（現在の自動車運転頻度、目的別の移動回数) 

（4）自動運転車の利用・保有に関するSP質問（通勤、私事目的における交
通手段選択、私事目的における自動運転車と一般自動車との車種選
択、自動運転車の購入意向) 

 

 
表 4-10 SPデータによる選好接近法の設計調査概要を精査する際の4つの観点 

観点 精査の具体例 

①現行の時間価値原単位の算出方
法との整合性 

現行の非業務目的におけるドライバー及び同乗者の機会
費用は、就業可能な年齢として15歳以上の者を対象とし
ている。 

選好接近法では、就業不可能な者（15歳未満）の機会費
用も計上が可能と考えられるが、実査可能性には懸念が
ある。調査対象外として整理するか、補完分析の方法を
案出するか等の検討が必要である。 

②全国の事業評価への適用可能性 加藤（2020）では東京都市圏を対象としているが、時間
価値原単位は全国の事業評価に用いることから、全都道
府県の人口構成と合致するようにアンケート対象をスク
リーニングすることが必要と考えられる。 

③SP調査にもとづいて事業評価の
原単位を算出している事例を参照 

SP調査にもとづいて事業評価の原単位を算出している事
例の有無を調査し、参照可能な事例があった場合は、留
意点や適用の範囲などを確認する。 

④国土交通省「仮想的市場評価法
（CVM）適用の指針」（2009）を参
照 

仮想的な状況を設定してアンケート調査を行うという観
点から、CVM実査に関する留意点を参照する。 

具体的には、プレテストを行うといった段取り上の工夫
や、分析に必要な標本数の設定、配布数の設定などを参
照する。 
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4-4自動運転時代における道路整備の意義 

(1) 道路のあり方と快適な道路空間の整備 

「2040､道路の景色が変わる～人々の幸せにつながる道路～」では、これまでの道路

の大きな役割の１つである移動のための空間提供に加えて、人々で賑わい溢れたコミュ

ニティ空間として「行きたくなる、居たくなる道路」などが挙げられている（図 4-4）。 

幹線道路ネットワークにおいても自動運転専用道が整備され、高度な交通マネジメン

トにより移動者に対して快適な時空間を提供し、ウェルビーイングの向上をもたらすこ

とが期待される（図 4-5）。 

 
図 4-4 行きたくなる、居たくなる道路 

出所）「２０４０、道路の景色が変わる ～人々の幸せにつながる道路～」 
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図 4-5 幹線道路ネットワークに設置された自動運転車の専用道 

出所）「２０４０、道路の景色が変わる ～人々の幸せにつながる道路～」 
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(2) 道路空間の基準 

「自動運転に対応した道路空間に関する検討会」では、自動運転に対応した道路空間

の基準等について検討が進められており（図 4-6）、自動車メーカーによる技術検証等

を通じて得られた課題として、「路面の区画線の消えかかり、かすれ、分岐部の破線の

不連続等における認知誤差、路面のオプティカルドットや減速マーク」4などがあげら

れており、自動運転車が自己位置特定、走路環境認知を確実に実現できる道路環境の維

持が重要であると読み取れる（図 4-7）。 

 

図 4-6 自動運転に対応した道路空間のあり方 

出所）「第 4 回自動運転に対応した道路空間に関する検討会_資料 2-2：自動運転に対応した道路空間のあ

り方「中間とりまとめ」」（概要版）  

 
4 「自動運転に対応した道路空間のあり方「中間とりまとめ」～政府目標達成のために道路インフラが早

急に取り組むべき事項を提言～」（2019 年 11 月 26 日、自動運転に対応した道路空間に関する検討

会） 
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図 4-7 自動運転に対応した道路空間に関する検討項目 

出所）「第 5 回自動運転に対応した道路空間に関する検討会_資料 2：検討項目」（国土交通省 HP） 

 

(3) 老朽化した道路の再整備・適切な道路の更新・維持管理 

一般社団法人日本自動車工業会では、「自動運転の実用化と普及に向けて～道路イン

フラとの連携～」（2021年2月5日）において、道路インフラに求められる一般的な要望

として、「老朽化の更新対応」をあげている（表 4-11）。 

道路インフラの老朽化は、自動運転に必要な車載センサーによる車線認識や道路境界

の検出などが機能せず、安全・安心な道路利用を妨げることとなる。そのため、人の認

識性とセンサー検出性を両立する白線等を含めた、適切な道路の更新・維持管理が必要

と考えられる。 
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表 4-11 車載センサーによる検出性と道路標示/構造等との連携 

 

 
出所）「自動運転の実用化と普及に向けて～道路インフラとの連携～」（一般社団法人日本自動車工業

会、2021 年 2 月 5 日）  
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(4) 人の移動の質的変化・移動目的の変化 

テレワーク、複合現実（MR：Mixed Reality）を活用したバーチャルオフィスなどが普

及すると、情報共有や少人数の定例会議などはWEB上で可能となり、移動機会が減少す

ることが考えられる（図 4-8）。したがって、今後の交通需要の質は、その場に行かなけ

れば目的を達成できない価値ある移動の割合が増加するものと考えられる。 

近年、移動空間を生産的そして快適な時空間として活用する試みが始まっている。将

来、自動運転が普及し、ドライバー自身も移動中に生産的な活動をすることができるよ

うになると、車内の快適性や乗り心地などが重要となり、快適な走行環境を提供できる

道路整備が必要となる（図 4-9）。 

 

 
図 4-8 全国のトリップ原単位（トリップ数／人・日）の推移 

出所）「平成 27 年度全国都市交通特性調査結果（速報版）」（国土交通省） 
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図 4-9 自動運転車内の新たな時空間活用イメージ 

出所）「２０４０、道路の景色が変わる ～人々の幸せにつながる道路～」（国土交通省） 
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(5) 物流効率化 

現在、高速道路においてトラックの後続車無人隊列走行の実証実験が進められており

（図 4-10）、今後は先頭車トラックを含めた自動運転が実現すれば、これまで以上の物

流効率化が期待され、車両の高機能化・貨物積載量の増加に伴い貨物自動車の時間価値

向上につながる。 

自動運転によるラストマイル配送は、ラストマイルとして、幅員の狭い街路、歩道の

ない道路などを走行することも多いと考えられる。そのため、一般車両や自転車、歩行

者などとの混在（図 4-12）、すれ違いがスムーズにできるように、専用車線や走路区分

するなど工夫した道路整備により（図 4-11）、定時性や速達性が高まるものと期待され

る。 

 

 
図 4-10 後続車無人隊列走行システムの概要 

出所）「今年度の公道実証で使用する実証実験車両システム説明（国土交通省） 
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図 4-11 専用車線化・走路区分明示 

出所）「自動運転技術を活用した移動サービスの社会実装に向けたラストマイル自動走行の実証評価につ

いて」（国立研究開発法人 産業技術総合研究所ヒューマンモビリティ研究センター） 

 

 

図 4-12 一般車との混在 

出所）「自動運転技術を活用した移動サービスの社会実装に向けたラストマイル自動走行の実証評価につ

いて」（国立研究開発法人 産業技術総合研究所ヒューマンモビリティ研究センター） 
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第5章 有識者への意見聴取・資料作成（会議運営） 

5-1有識者への意見聴取 

第2章～第4章の検討を行うにあたり、時間価値検討に資する道路交通関連の最新ト

ピック、先端的な研究内容を把握するために、2名の有識者等より意見聴取（ヒアリン

グ）を行った。それぞれの有識者に対するヒアリング項目を以下に整理した。 

 

(1) 第1回有識者ヒアリング 

第1回有識者ヒアリングの実施概要は以下のとおりである。 

◼ 日時：令和4年1月12日（水） 10:00～12:00 

◼ 場所：Teams会議 

◼ 有識者：神戸大学大学院 小池淳司教授 

◼ ヒアリング内容 

① 「応用一般均衡モデルを利用した貨物輸送の時間短縮価値の計測」（小池,髙村,山

崎,織田澤（2021））の論文において計測された貨物車の時間価値の考え方 

 現行マニュアルにおける貨物自動車（営業用）の時間価値を構成する3要素（①

トラック事業者の従業員の機会費用、②車両の機会費用、③貨物の機会費用）

との包含関係について。 

 本モデルにより導出された時間価値の実務への適用可能性または適用にあ

たっての留意事項について。 

② 貨物車の輸送効率化（時間短縮）による価値の計測方法の技術的論点 

 前記「③貨物の機会費用」の設定に際して、近年大きく増加している宅配便、

ネット通販物流などの反映方法について。 

 他の研究で着目されているような在庫コスト削減、積載率向上、信頼性向上

による輸送効率化による価値の反映方法について。 

③ コロナ感染拡大以降（2020年春以降）のニーズや輸送の状況、感染拡大以前と比

較した変化 
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(2) 第2回有識者ヒアリング 

第2回有識者ヒアリングの実施概要は以下のとおりである。 

◼ 日時：令和4年1月17日（月） 11:00～12:00 

◼ 場所：Teams会議 

◼ 有識者：流通経済大学 宮武宏輔准教授 

◼ ヒアリング内容 

 

① 時間価値の考え方 

 現行マニュアルにおける貨物自動車（営業用）の時間価値を構成する３要素

（①トラック事業者の従業員の機会費用、②車両の機会費用、③貨物の機会

費用）の妥当性。 

 現行マニュアルの貨物自動車の時間価値において、宅配便またはネット通販

物流に特有の価値を反映（計上）させるための視点。 

② 「インターネット通信販売物流における宅配便事業者の施策評価」の内容 

③ コロナ感染拡大以降（2020年春以降）のニーズや輸送の状況、感染拡大以前と比

較した変化 
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5-2現状の時間価値、走行経費設定に関する考え方の問題意識 

本節は、有識者からの意見聴取にあたり、現行の費用便益分析マニュアルに掲載され

ている各種原単位設定の考え方について理解を深めていただくとともに、原単位設定の

問題意識や課題について整理した。 

 

(1) 現行の時間価値原単位・走行経費原単位の算出方法 

1) 時間価値原単位について 

自動車１台の走行時間が１分短縮された場合のその時間の価値を貨幣換算したもの

（単位：円/台･分）であり、人・車両・貨物の機会費用から構成される（図 5-1）。 

人の機会費用とは、短縮時間を更なる労働や余暇に充てることができることによる

（金銭的）価値、車両の機会費用とは、短縮時間に車両をレンタルしたり、追加的な生

産活動を行うなどで遊休車両を活用することによる（金銭的）価値、貨物の機会費用と

は、走行時間の減少分だけ貨物の保有時間が減少し、早く取引（現金化等）を行うこと

ができることによる（金銭的）価値である。 

 

 
図 5-1 時間価値原単位を構成する項目 

出所）三菱総合研究所作成 

  

時間価値原単位

⇒ 自動車１台の走行時間が１分短縮された場合のその時間の価値を貨幣換算
したもの（単位：円/台 分）

時間価値原単位

車両の機会費用

貨物の機会費用

人の機会費用
短縮時間を更なる労働や余暇に充てることができることによる
（金銭的）価値

短縮時間に車両をレンタルに出したり、追加的な生産活動を
行うなどで遊休車両を活用することによる（金銭的）価値

走行時間の減少分だけ貨物の保有時間が減少し、早く取引

（現金化等）を行うことができることによる（金銭的）価値

≪時間価値原単位を構成する項目≫
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2) 走行経費原単位について 

自動車１台が１㎞走行するのに必要な走行経費（単位：円/台･㎞）であり、燃料費、

油脂費、タイヤ・チューブ費、整備費、車両償却費から構成される（図 5-2）。 

燃料費とは、ガソリン及び軽油に要する費用、油脂費とは、エンジンオイル等に要す

る費用、タイヤ・チューブ費とは、タイヤ等に要する費用、整備費とは、修理等の点検・

整備に要する費用、車両償却費とは、車両の購入に要する費用である。 

 

 

図 5-2 走行経費原単位を構成する費用項目（再掲） 

出所）三菱総合研究所作成 
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(2) 移動の特性や利用者の特性を考慮した人の時間価値原単位の設定 

1) 移動の特性や利用者の特性を考慮した人の時間価値原単位の設定 

現行マニュアルの人（ドライバー / 同乗者）の時間価値は、業務/非業務の違いは考

慮されているものの、賃金率の全国平均値がベースとなっており、移動目的以外のト

リップ特性、地域特性、利用者特性などが考慮されていない。移動目的以外の特性に関

する問題意識の例について、表 5-1に整理した。 

 
表 5-1 移動の特性や利用者の特性などの問題意識の例 

特 性 問題意識（論点）の例 

トリップ特性 時間価値原単位は、自動車の走行時間が１分短縮された場合のその時間の
価値として設定している。 
➢ 走行距離1kmを1分短縮する事業と、100kmを1分短縮する事業の1台当た

り時間便益は同じと考えてよいか。 

日平均の交通量配分結果に、時間価値原単位を適用して、便益を算定してい
る。 
➢ 特に朝夕ピーク時に渋滞解消や定時性の向上などが顕著に発現すると

考えられ、その便益を十分に計測できていないのではないか。 

地域特性 現行の時間価値では、自動車の走行時間の短縮による人・車両・貨物の機会
費用の削減を算定している。 
➢ 現行の時間価値では、新たな観光ルート形成とそれに伴う観光客増、

地域活性化（売上高・従業者所得向上）など多様な効果を十分に捉え
られていないのではないか。 

走行時間の短縮について、車種ごとに単一の平均的な時間価値原単位を設
定している。 
➢ 到着予定時刻に間に合わないと多大な損失が発生する空港、新幹線駅

などへのアクセス道路に関しては、時間短縮に伴って遅延の発生確率
が低下することにも重要な価値があるのではないか。 

利用者特性 労働者平均月額給与総額などから、ドライバーの時間価値を設定している。 
➢ 評価対象道路の通過地域や道路利用者特性の違いを考慮すべきではな

いか。 

その他 目的別、自家用/営業用別の原単位を加重平均することで、乗用車の原単位
を設定している。 
➢ 平日と休日のトリップ目的別構成（平日は通勤・業務などが多く、休

日は私用が多い）の違いを考慮すべきではないか。 
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（参考例1） 時間帯（渋滞時/平常時）などの違い 

 

特に朝夕ピーク時に渋滞解消や定時性の向上などが顕著に発現すると考えられ、その

便益を十分に計測できていないのではないか（参考：図 5-3）。 

 

 
図 5-3 金沢外環状道路Ⅱ期区間の例 

出所）道路整備効果事例集 2012 
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（参考例2） 観光地等における地域活性化への寄与 

 

現行の時間価値では、新たな観光ルート形成とそれに伴う観光客増、地域活性化（売

上高・従業者所得向上）など多様な効果を十分に捉えられていないのではないか（参考：

図 5-4、図 5-5）。 

 

 
図 5-4 国道220号日南・志布志道路の例 

出所）国土交通省九州地方整備局ホームページ（2022 年 3 月 1 日閲覧） 

http://www.qsr.mlit.go.jp/miyazaki/douro/higashikyushu/douro_220/stock.html 
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図 5-5 阪和自動車道の例 

出所）「阪和自動車道整備によるインバウンド観光振興」（2022 年 3 月 1 日閲覧） 

https://www.mlit.go.jp/common/001101313.pdf 
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（参考例3） 交通結節点（空港など）へのアクセス道路整備による効果 

 

到着予定時刻に間に合わないと多大な損失が発生する空港、新幹線駅などへのアクセ

ス道路に関しては、時間短縮に伴って遅延の発生確率が低下することにも重要な価値が

あるのではないか（参考：図 5-6）。 

 
図 5-6 高知南国道路の例 

出所）国土交通省四国地方整備局土佐国道工事事務所 PressRelease 資料（平成 28 年 7 月 12 日） 
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(3) 貨物輸送の実態に即した時間価値原単位の設定 

1) 貨物輸送の実態に即した時間価値原単位の設定 

貨物輸送の時間価値の算定において、輸送時間の短縮による保管場所の縮小等による

費用減少や輸送する貨物の中身・種類（精密機械・産業廃棄物・バルク等）による差異

等を考慮できていないため、貨物輸送の実態に即した時間価値原単位をどのように設定

するかの問題意識の例を表 5-2に整理した。 
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表 5-2 貨物輸送の実態に即した時間価値原単位をどのように設定するかの問題意識の例 

視点 問題意識 
短期 

（1日～1年程度の期間） 
の効果 

中長期 
（3年～5年以上の期間） 

の効果 

１－① 
在庫コ
ストの
減少 

時間短縮によるリードタ
イム減少等により必要な
在庫量が減少し、その結果
発生する在庫コストの削
減分（保管施設の削減によ
るコスト削減等も含めて）
が考慮されていない。 

○製品在庫の削減（による
保管費の削減・在庫保有費
（陳腐化費、在庫金利等）の
削減） 
※食品・飲料メーカー、電機
メーカー等で特に認識され
やすい 
○欠品ロス等の機会損失の
削減 
※コンビニエンスストア等
の小売業界で特に認識され
やすい 

○保管施設の見直し等
による輸送網の再編 
（管理費の削減、荷役作
業の効率化・稼働率向
上・機械化） 
※メーカー等に特に認
識されやすい 

１－② 
輸送コ
ストの
減少 

時間短縮による物流人件
費、物流施設費、保険料等
の削減分が明示的に考慮
されていない。 
※貨物車の時間価値にお
いても一部考慮されてい
るため、二重計上に留意 

○配送の回転数の拡大によ
る効率化 
※コンビニエンスストア等
の小売業界で特に認識され
やすい 
○運行の安全性の向上によ
る事故対策費・保険料の削
減 
※交通事故削減便益との二
重計上の可能性あり 

○配送エリアの変動に
附随した保管施設の見
直し等による輸送網の
再編 
※地方配送が多いナ
ショナルブランド的な
日用品メーカー等で特
に認識されやすい 

１－③ 
貨物の
価値の
増加 

時間短縮による貨物の価
値の増分（荷傷み等による
価値低減の回避、販売のタ
イミングの調整による販
売価格の向上、キャッシュ
フローの改善等）が考慮さ
れていない。 

○荷傷み等による価値低減
の回避 
△販売のタイミングの調整
による販売価格の向上 

△荷主企業のキャッ
シュフローの改善 

２ 
荷主の
支払意
思 

宅配便等における時間短
縮に対して、荷主から特別
料金が追加的に支払われ
ることもあるが、その価値
が考慮されていない。 

○緊急の輸送ができなけれ
ば逸失してしまうビジネス
機会を、逸失しないで済む
ことによる効果 

△緊急の輸送が容易に
なる拠点立地効果（視点
１－①、１－②、１－③
との二重計上に留意） 

○：物流実務において具体的に認識されていると考えられる効果 

△：理論的には存在すると考えられるが、物流実務においてはあまり認識されていないと考えられる効果 
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（参考） 費用便益分析マニュアルにおける貨物車の時間価値 

 

貨物車の時間価値原単位は、小型・普通別に、営業用・自家用貨物車の時間価値を、

走行台キロで加重平均することにより算出する（図 5-7）。 

 

図 5-7 貨物車の時間価値原単位 

出所）三菱総合研究所作成 

 

営業用貨物車の時間価値原単位の算出方法を、図 5-8に示す。 

トラック事業者の従業員時間当たり機会費用は、トラックを運転する際の機会費用と

して、その他の業務に当たった場合に得られる収益として計算される。 

車両の時間当たり機会費用は、移動時間の短縮により、家計や企業あるいは運送事業

者等の自動車保有者が、当該車両等を追加的な営業機会に充当させると考え、車両の市

場価格を適用する。 

貨物の時間当たり機会費用は、貨物の輸送時間が短縮することにより、その短縮相当

分だけ早く市場で取り引きされ、その収益を新たな投資に回すことができる、といった

解釈に基づいて、貨物にかかる金融コスト（金利）から計測する。 

 

図 5-8 営業用貨物車の時間価値原単位 

出所）三菱総合研究所作成  

普通＝普通車＋特種用途車

小型＝小型車＋軽自動車

（1）営業用貨物車の時間価値原単位
＜①営業用小型、②営業用普通＞

営業用、自家用別走行台キロ比率
＜小型、普通別＞

（2）自家用貨物車の時間価値原単位
＜③自家用小型、④自家用普通＞

（3）貨物車の時間価値原単位
（小型貨物、普通貨物）

1）トラック事業者の従業員
の時間当たり機会費用

(円/人・分) 

１人のドライバーが１分労
働する場合に発生する人件
費を算出し、時間当たり機
会費用として適用

2）車両の時間当たり機
会費用(円/分・台) 

時間に依存する車両償
却費に基づき設定

3）貨物の時間当たり機
会費用(円/分・台) 

貨物車1台当たりの輸送
貨物の価値額に、利子
率を乗じることにより算出

4）営業用貨物車の時間価値原単位
(円/分・台) 

小型貨物車・普通貨物車別に算出
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(4) 自動運転等、技術進展を踏まえた人の時間価値原単位の設定 

1) 自動運転等、技術進展を踏まえた人の時間価値原単位の設定 

ICTの進展により同乗者は車両内で生産活動が実施できるようになり、また、自動運

転車ではドライバーも運転から解放されて車両内で生産活動が実施できるため、このよ

うな自動運転の実態を考慮した時間価値原単位に影響を与える可能性のある要素を表 

5-3に整理した。 

 
表 5-3 自動運転車普及時（レベル５を想定）の時間価値に影響を与える可能性のある要素 

現状からの変化 
時間価値原単位の設定にあたり考

慮すべき変化 
関連する将来の社会変化 

（1） 

ドライバー
が不要とな
る 

運転免許が
不要 

 一般的に時間価値が低いと考え
られる高齢者や子供のみによる
移動が増加する。 

（年齢構成の変化） 

 送迎をする人が不要になる。（乗
車人員の減少） 

 高齢化が一段と進み、高齢
者のみの世帯も増加する
（移動に占める高齢者の割
合が高くなる可能性）。 

自動運転の
配車サービ
スを利用 

 バス・タクシーや宅配サービス
の無人化により、ドライバーが
不要になる。 

（乗車人員の減少） 

 カーシェアリングが普及し、車
両が効率的に利用されるように
なる。 

（車両の機会費用の増加） 

 車の高付加価値化。 

（車両の機会費用の増加） 

 無人宅配ロボット、無人タ
クシーが登場する。 

 シェアリングエコノミーが
進展する。 

 フィジカルからデジタルへ
の移行により、より重要な
目的に対してのみ移動を行
うようになる。 

（2） 

車内で運転
以外の活動 

を行うこと
ができる 

 

（車内の空
間デザイン
にもよる） 

運転に注意
する必要が
なく、好きな
活動が可能 

 乗車に関する一般化費用が低減
する。 

 車内活動時間が車外活動時間の
限界効用よりも高ければ、車内
にいる時間が長いほど効用水準
が向上するため、人びとが移動
時間を増加させることは理論上
ありうる※。 

（選好接近法の適用の必要性） 

 生産年齢人口の減少に伴う
一人当たり生産性向上の必
要性が高まる。 

 DXにより、テレワーク等で
どこにいても業務ができる
環境が整備される。 

運転を自身
で行うかシ
ステムに任
せるか選択
可能 

 運転すること自体を選好する層
が存在し、運転すること自体が
満足で手動運転される自動車
と、完全自動運転の自動車に、大
きく分かれる可能性がある。 

（選好接近法の適用の必要性） 

 シェアリングエコノミーが
進展する。 

 完全自動運転が実現された
後においても手動による運
転が残る（または手動によ
る運転はなくなる）。 

（※）加藤 浩徳(2020) .我が国における自動運転車利用時の時間価値に関する基礎研究,日本交通政策研究

会 
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（参考1） 時間価値原単位の構成項目ごとの考慮すべき変化 

 

時間価値原単位とは、自動車１台の走行時間が１分短縮された場合のその時間の価値

を貨幣換算したものである。（単位：円/台･分） 

時間価値原単位を構成する項目と自動運転による影響の可能性については、図 5-9に

示す。自動運転により、移動時間に活動を行えるようになるため、機会費用の低減とい

う考え方にそぐわなくなる。また、年齢構成が変化し（高齢者や子供のみの移動の増加）、

乗車人員が減少し（ドライバーが不要）（※レベル5の場合）、車両価格が上昇し、償却

費が増加する。他方、シェアリングが普及すれば、車両が効率的に利用されるようにな

る。（※レベル4以下を含む） 

 

 

 
図 5-9 時間価値原単位を構成する項目と自動運転による影響の可能性（再掲） 

出所）三菱総合研究所作成 

  

時間価値原単位

車両の機会費用

貨物の機会費用

人の機会費用
短縮時間を更なる労働や余暇に充てる

ことができることによる（金銭的）価値

短縮時間に車両をレンタルに出したり、

追加的な生産活動を行うなどで遊休車

両を活用することによる（金銭的）価値

走行時間の減少分だけ貨物の保有時
間が減少し、早く取引（現金化等）を行う
ことができることによる（金銭的）価値

≪時間価値原単位を構成する項目≫

移動時間に活動を行えるようにな
るため、機会費用の低減という考
え方にそぐわなくなる。
年齢構成が変化し（高齢者や子供
のみの異動の増加）、乗車人員が
減少する（ドライバーが不要） 。
※レベル5の場合。

自動運転による影響の可能性

車両価格が上昇し、償却費が増
加する（他方、シェアリングが普及
すれば、車両が効率的に利用され
るようになる）。
※レベル4以下を含む
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（参考2） 自動運転化レベルの定義と市場化・サービス実現期待時期など 

 

本構想・ロードマップにおいては、運転自動化レベルの定義として、SAE 

International の J30167（2016 年９月）及びその日本語参考訳である JASO TP 180048

（2018 年２月）の定義を採用する（表 5-4）。 

出所）官民 ITS 構想・ロードマップ 2020 （2020 年 7 月 15 日） 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20200715/2020_roadmap.pdf 

 

2020 年に、①高速道路での自動運転可能な自動車（レベル３）の市場化、②限定地

域（過疎地等）での無人自動運転移動サービスの提供を実現するとともに、その

後、2025 年目途に高速道路でのレベル４の自動運転システムの市場化、物流での自

動運転システムの導入普及、限定地域での無人自動運転移動サービスの全国普及等

を目指すこととする。（表 5-5） 

出所）官民 ITS 構想・ロードマップ 2020 （2020 年 7 月 15 日） 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20200715/2020_roadmap.pdf 

 

第３章 2050年カーボンニュートラルに向けたグリーン成長戦略 

我が国は、2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち

2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指す。 

（略） 

自動車は、電動化を推進する。欧州の一部の国やカリフォルニア州ではガソリン車

の販売の禁止が相次いで打ち出されるなど、自動車の電動化は、想像以上のペースで

進んでいる。日本は、この分野でのリーダーを目指さなければならない。 

電気自動車には、ハイブリッド自動車の50倍の蓄電池が必要である。自動車の使い

方の変革と合わせた電動車（※）の普及、蓄電池の産業競争力強化を進めるため、研

究開発・実証・設備投資支援、制度的枠組みの検討、標準化に向けた国際連携といっ

た政策を総動員する。 

（※）ハイブリッド自動車・プラグインハイブリッド自動車・電気自動車・燃料電池自動車 

出所）成長戦略実行計画（令和 2 年 12 月 1 日 成長戦略会議決定） 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/seicho/pdf/jikkoukeikaku_set.pdf 
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表 5-4 運転自動化レベルの定義の概要 

 
出所）官民 ITS 構想・ロードマップ 2020 （2020 年 7 月 15 日） 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20200715/2020_roadmap.pdf 

 

表 5-5 自動運転システムの市場化・サービス実現期待時期※1 

 
出所）官民 ITS 構想・ロードマップ 2020 （2020 年 7 月 15 日） 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20200715/2020_roadmap.pdf  

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20200715/2020_roadmap.pdf
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(5) EVの普及等のモビリティの変化や混雑時の燃費の影響等を考慮した走行経

費原単位の設定 

1) EVの普及等のモビリティの変化や混雑時の燃費の影響等を考慮した走行経費原単位

の設定 

 

i) 走行経費原単位の構成費目 

自動車部品の電子化も進み、また、チューブを用いたタイヤが減少する等、モビリティ

が変化している。 

 

ii) 走行経費原単位の設定（道路種別・車種・走行速度別） 

ガソリン車の場合、朝夕ピーク時等の混雑時には単位距離当たりの燃料消費量が大き

く増加する。 

 

iii) ハイブリッド車・電気自動車の普及 

ハイブリッド車やFCV、EV等、従来のガソリン車とは異なる燃料機関のモビリティが

徐々に普及しつつある。 

 

⇒これらを考慮した走行経費原単位をどのように設定するかが課題である。 
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2) 走行経費原単位の構成費目 

図 5-10の5項目により走行経費原単位を算出している。自動車の技術革新などによっ

て、見直すべき点はあるか。（例：現在はチューブを用いたタイヤは無くなってきてい

る、等） 

ガソリン乗用車の燃料消費量推定式については、2010年当時のハイブリッド車の普及

率（2.4％）が考慮されており、1997年から2010年までの初年度登録年次別のハイブリッ

ド車普及率を算出したうえで、各年次のガソリン乗用車の排出原単位、ハイブリッド車

の排出原単位をハイブリッド車普及率で加重平均し、燃料消費推定式が設定されている

（図 5-11、表 5-6）。 

燃料消費推計式において、ハイブリッド車は車種別の中で「ガソリン乗用車」以外は

考慮していない。また、電気自動車は全車種について考慮していない。 

 

 

図 5-10 走行経費原単位について（再掲） 

出所）三菱総合研究所作成 
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図 5-11 燃料消費量推計式の設定フロー（再掲） 

出所）三菱総合研究所作成 

 
表 5-6 乗用車中のハイブリッド車割合（初度登録年別） 

 
出所）国土技術政策総合研究所「道路環境影響評価等に用いる自動車排出係数の算定根拠 

（平成 22 年度版）」4-11 

  

ガソリン乗用車
の排出原単位

ハイブリッド車の
排出原単位

各年次別
ハイブリッド車

普及率

ハイブリッド車の普及を考
慮した排出原単位

加重平均

＜燃料消費量推計式の設定フロー＞
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3) 走行経費原単位の設定（道路種別・車種・走行速度別） 

マニュアルには走行速度別の原単位（円／分・台）を提示（表 5-7、表 5-8）。個別の

道路に関する費用便益分析においては、交通量配分に基づく日平均旅行速度（混雑時な

どの時間帯別ではなく）が適用される。 

 
表 5-7 道路種別・車種別・走行速度別の走行経費原単位（円／分・台）（1/2） 

 
注 1）令和 2 年価格 

注 2）設定速度間の原単位は直線補間により設定する。 

注 3）60km/h を超える速度については、60km/h の値を用いる 

出所）国交通省道路局都市局『費用便益分析マニュアル』（令和 4 年 2 月）P.10 

https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-hyouka/ben-eki_2.pdf  
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表 5-8 道路種別・車種別・走行速度別の走行経費原単位（円／分・台）（2/2） 

 
注 1）令和 2 年価格 

注 2）設定速度間の原単位は直線補間により設定する。 

注 3）90km/h あるいは 60km/h を超える速度については、90km/h あるいは 60km/h の値を用いる 

出所）国交通省道路局都市局『費用便益分析マニュアル』（令和 4 年 2 月）P.11 

https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-hyouka/ben-eki_2.pdf  
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4) ハイブリッド車・電気自動車の普及 

日本におけるハイブリッド車と電気自動車の普及率（保有台数に占める割合）は、貨

物車においてはいずれの普及率も低いが、乗用車においてはEVは現状の普及率は低い

が、HV（PHEV含む）は15.0％まで普及している（図 5-12、図 5-13）。 

政府による「2030年半ばまでに新車を全て電動車に切り替える」という方針を考慮す

ると、今後急速に普及すると予想される。 

 

 

図 5-12 自動車保有台数とハイブリッド車（HV）※・電気自動車（EV）の普及率の

推移（乗用車） 

※HV は PHEV を含む 

出所）（一財）自動車検査登録情報協会「自動車保有台数」より作成 

 

 

 

図 5-13 自動車保有台数とハイブリッド車（HV）※・電気自動車（EV）の普及率の

推移（貨物車） 

※HV は PHEV を含む 

出所）（一財）自動車検査登録情報協会「自動車保有台数」より作成 
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第6章 まとめと今後の課題 

本調査の成果と、時間価値推計及び走行経費原単位推計に関する今後の課題について

整理した。 

 

6-1本調査の成果 

本節では、本調査の主な成果を整理する。 

 

(1) 時間価値原単位及び走行経費原単位の推計手法の検討及び推計 

最新のデータを用いて時間価値原単位及び走行経費原単位の算定を行った。 

 

(2) 物流を支える道路ネットワークの整備効果計測のための時間価値原単位の

検討 

昨今の社会情勢の変化等も踏まえ、道路整備を対象とした貨物の機会費用（貨物の時

間価値のこと）に関する検討のため、必要なデータ、計算条件等を整理し実現可能な推

計方法の検討を行った。 

 

(3) 自動運転等の普及を考慮した時間価値原単位の検討 

自動運転が普及した場合の時間価値算定に影響する要素を整理する。また、整理した

影響要素を踏まえ、乗車人数などの時間価値を推計する際に必要となる具体的な数値設

定方法や人々の行動や意識に関するデータから支払い意思額を計測する方法など、将来

の時間価値の推計方法を検討した。 
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6-2今後の課題 

物流を支える道路ネットワークの整備効果計測のための時間価値原単位の検討に関

して、有識者への意見聴取等を踏まえ、本検討における課題と今後の検討方針として表 

6-1の事項があげられる。 

 
表 6-1 課題と今後の検討方針（物流を支える道路ネットワークの整備効果計測のための時間

価値原単位の推計） 

 
本検討における課題 

（留意事項） 
今後の検討方針 

宅 配 (BtoC) に
着目した算定
方法 

宅配便に関する詳細な輸送データ
の収集が困難であるため、既存統
計データ（物流センサスなど）や公
開されている限られたデータ（例
えば、宅配便料金表）に基づき、大
胆な仮定をおきつつ、その仮定を
どこまで精緻化できるかが論点で
ある。 

宮武（2017）による実店舗型とネット通
販型の消費者購買費用の比較の考え方
を援用した選択モデルの推計方法なら
びにデータ入手の方法に関する検討が
必要 

マクロな経済
理論モデルか
らの創出 

マクロな経済理論モデルによる貨
物輸送の時間価値は、現行の原単
位（要素費用の積上げ）を包含する
概念であるかを確認し、実務への
適用可能性を検討する。 

 

3要素の機会費用に加え走行経費削減
や誘発需要も含まれると考えられる
が、正確な計測範囲が不明であるため、
ため、実務における適用方法について
検討が必要 

便益・物流量から時間価値への換
算する際の係数に適用された車両
分類（1台当たり輸送貨物の価値
額、営業用普通貨物車を仮定）など
の妥当性について検討する。 

車両分類別の時間価値を算出し、走行
台キロによる重み付け平均するなどの
考え方の妥当性の検討が必要 

今後の利用可
能 性 が あ る
データ基盤を
活用 

スマート物流に関する検討と連携
して、当該データ基盤の詳細を確
認したうえで、経路選択モデルに
よる時間価値原単位の推計が可能
であるかを検討する。 

「物流・商流データ基盤」に蓄積される
データの確認、その活用可能性につい
て検討が必要（2022年度末まで実証実
験） 

その他 「家計消費状況調査」（総務省）で
は、インターネットショッピング
と通常の買い物行動の支払額を分
けて調査しており、時間価値推計
に適用できないか。 

インターネットショッピングと通常の
買い物の調査品目等が異なること、移
動費用や移動時間データは他調査結果
を援用する必要があり、多様なデータ
の組み合わせによる経路選択モデル推
定の妥当性について検討が必要 
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自動運転等の普及を考慮した時間価値原単位の検討に関しては、有識者への意見聴

取等を踏まえ、本検討における課題と今後の検討方針として表 6-2 の事項があげられ

る。 

 

表 6-2 課題と今後の検討方針（自動運転等の普及を考慮した時間価値原単位への影響） 

 本検討における課題（留意事項） 今後の検討方針 

事業評価
手法の概
念への影
響につい
て 

自動運転により乗車人員が移動時間に生産活
動を行えるようになるため、利用者便益のうち
「旅行（走行）時間の短縮」が費用の低減にな
るという考え方にそぐわなくなる。 

 

車内で生産活動する時間の割合な
どをどのように把握するかの検討
が必要 

時間価値
算出手法
への影響
について 

MaaSが進展し、Uberのようなサービスが普及す
る場合、自動車が自家用と営業用の両方の用途
で使用されることになるため、乗用車の区分
（自家用乗用車と営業用乗用車）が適さなくな
る。 

自動運転車の普及状況を鑑み、自動
車の自営区分の必要性、自動運転車
とそれ以外の走行台キロ比率など
の案分方法について検討が必要 

営業用車両でドライバーが不要となり従業員
の機会費用が0となるため、乗車人員数の仮定
が必要となる。また、車両遠隔操作が必要とな
るため、オペレータの機会費用を考慮する必要
があり、オペレータ数の仮定が必要となる。 

時間価値原単位にオペレータの機
会費用を考慮（加算）する方法の検
討が必要 

自動車の高付加価値化により車両本体価格が
上がるため、車両の機会費用は増加する。また、
カーシェアリングが普及し、車両が効率的に利
用されるため、年平均走行距離が増大する。 

自動運転車と従来車の車両価格、1

台当たりの年平均走行距離が把握
できた場合、普及状況に応じた原単
位算定方法の検討が必要 

その他 自動運転に対応した道路空間が整備され、車内
の快適性や乗り心地が改善された場合、時間価
値の設定にあたり所得接近法では限界がある。 

CVMなどSPデータに基づく選好接
近法による計測手法の検討が必要 

 


